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（2019 年 7 月 22 日受理） 
 

本報は，高レベル放射性廃棄物の地層処分技術に関する研究開発のうち，深地層の科学的研究の

一環として実施している地質環境の長期安定性に関する研究について，第 3 期中長期目標期間（平成

27 年度～令和 3 年度）における平成 30 年度に実施した研究開発に係る成果を取りまとめたものである。

第 3 期中長期目標期間における研究の実施にあたっては，最終処分事業の概要調査や安全審査基本

指針等の検討・策定に研究成果を適宜反映できるよう，(1)調査技術の開発・体系化，(2)長期予測・影響

評価モデルの開発，(3)年代測定技術の開発の三つの枠組みで進めている。本報では，それぞれの研

究分野に係る科学的・技術的背景を解説するとともに，主な研究成果及び今後の課題等について述べ

る。 
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This annual report documents the progress of research and development (R&D) in the 4th fiscal year 
during the JAEA 3rd Mid- and Long-term Plan (fiscal years 2015-2021) to provide the scientific base for 
assessing geosphere stability for long-term isolation of the high-level radioactive waste.  The planned 
framework is structured into the following categories: (1) Development and systematization of 
investigation techniques, (2) Development of models for long-term estimation and effective assessment, 
(3) Development of dating techniques.  In this report, the current status of R&D activities with previous 
scientific and technological progress is summarized. 
 
Keywords: Geosphere Stability, Investigation Technique, Development of Model, Dating Technique 
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1. はじめに 

日本列島は，プレートの収束帯に位置しており，安定大陸に比べて地殻変動や火成活動が活発であ

ることから，我が国における地層処分の概念は，「長期的な安定性を備えた幅広い地質環境」に「性能に

余裕をもたせた人工バリア」を設置するという特徴を有する（核燃料サイクル開発機構, 19991)）（以下，

「第 2 次取りまとめ」）。すなわち，第一に自然現象によって地層処分システムに期待される物理的な隔離

機能が損なわれる恐れがないようなサイトを選ぶことが前提となる。さらに，サイト固有の地質環境や想定

されるそれらの長期的な変化を見込んだ上で，合理的な地層処分システムを構築し，長期的な安全性を

確認することが必要となる。そのためには，サイトやその周辺においてマグマの貫入・噴火や断層運動に

伴う岩盤の破壊等，地層処分システムに著しい影響を及ぼす現象が発生する可能性のほか，地殻変動

等によって生じる地質環境（例えば，熱環境，力学場，水理場，化学場）の長期的な変化を予測・評価し

ておくことが重要となる。日本原子力研究開発機構（以下，「原子力機構」）では，1988 年より「深地層の

科学的研究」の一環として，これらの調査・評価に係る研究開発（地質環境の長期安定性に関する研究）

を進めてきた。 

このうち，1999 年 11 月に報告した第 2 次取りまとめでは，関連する地球科学の分野に蓄積された情報

や知見を分析するとともに，地層や岩石の年代測定等を補足的に実施し，過去から現在までの活動の中

に認められる傾向や規則性に基づいて，自然現象の将来の活動の可能性や変動の規模等を検討した。

その結果，地層処分に適した安定な地質環境が我が国にも広く存在し得るとの見通しが得られた。また，

その科学的な根拠となる基盤情報として，活断層や第四紀火山，海成段丘の分布・形成年代等に関す

る全国レベルでのデータベースを整備してきた（核燃料サイクル開発機構, 19992)）。第 2 次取りまとめ以

降については，「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」3)（以下，「最終処分法」）の成立や実施

主体の設立等，我が国の地層処分計画が事業の段階に進展したことを踏まえ，最終処分法に定められ

た最終処分施設の建設スケジュールや段階的な選定要件等を念頭に置きつつ，特に第 2 次取りまとめ

やその評価（例えば，原子力委員会 原子力バックエンド対策専門部会, 20004)；OECD/NEA, 19995)）の

過程で明らかにされた研究課題に焦点をあてて研究を進めてきた。さらに，2002 年には原子力安全委員

会から文献調査段階の予定地の選定に係る要件となる「高レベル放射性廃棄物処分の概要調査地区

選定段階において考慮すべき環境要件について」（原子力安全委員会, 20026)）（以下，「環境要件」）が

示されたが，実施主体ではこれらを受けて「概要調査地区選定上の考慮事項」（原子力発電環境整備機

構, 20027)）（以下，「考慮事項」）を公表した。その一方で，「廃棄物安全小委員会報告書―高レベル放

射性廃棄物処分の安全規制に係る基盤確保に向けて―」（総合資源エネルギー調査会 原子力安全・

保安部会 廃棄物安全小委員会, 20038)）や「放射性廃棄物処理・処分に係る規制支援研究について」

（総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 廃棄物安全小委員会, 20099)）等により，安全規

制にとって重要な研究分野や課題が示される等，研究開発を進めていく上での方向性や研究課題がさ

らに明確にされてきた。 

しかしながら，2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震（以下，「東北沖地震」）及び福島

第一原子力発電所の事故に伴い，我が国の原子力政策や地層処分技術に関する研究開発を取り巻く

状況が大きく変化した。「今後の高レベル放射性廃棄物地層処分に係る取組について（見解）」（原子力

委員会, 201210)）では，「高レベル放射性廃棄物の処分について（回答）」（日本学術会議, 201211)）を踏

まえ，現段階での地球科学分野の最新の知見を考慮しつつ，地層処分の実現可能性について調査研

究し，その成果を国民と共有すべきとの指摘がなされた。さらに，「今後の原子力研究開発の在り方につ

いて（見解）」（原子力委員会, 201212)）では，処分施設立地地域の地質条件を保守的に予想した上で，
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十分に安全を確保していくことができる処分技術の確立に向けて研究開発を推進していくべきとしている。

このような背景のもと，総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会原子力小委員会では，地層処

分技術ワーキンググループを設置し，専門家による地層処分技術の再評価と今後の研究開発課題の検

討が行われ，「最新の科学的知見に基づく地層処分技術の再評価―地質環境特性および地質環境の

長期安定性について―」（総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 地層

処分技術ワーキンググループ, 201413)）が取りまとめられた。その結果，地層処分にとって好ましい地質

環境特性を有する地域が我が国にも存在することが改めて示されるとともに，地層処分の技術的信頼性

の向上に向けて，今後の地層処分事業の取り組みと並行した研究開発の必要性も併せて示された。 

これらの背景や状況，第 2 期中期目標期間（平成 22 年度～平成 26 年度）における研究開発の成果，

さらには関係研究機関や大学等で行われている研究の動向等も踏まえて，「地質環境の長期安定性に

関する研究」基本計画－第 3 期中長期計画（梅田ほか, 201514)）を策定した。また，平成 29 年 7 月には

「科学的特性マップ」（経済産業省資源エネルギー庁, 201715)）が公表されるとともに，平成 30 年 3 月には

その作成や提示の際の検討等を踏まえて整理された研究課題が「地層処分研究開発に関する全体計

画（平成 30 年度～平成 34 年度）」（経済産業省資源エネルギー庁 地層処分研究開発調整会議, 
201816)）として示されている。現時点において国による申し入れや自治体からの応募等もなされておらず，

特定の地質やサイト（テクトニックセッティング）が選定されていないことから，第 3 期中長期目標期間にお

いてはこれまでに引き続き，高レベル放射性廃棄物の地層処分事業における概要調査や国の安全規制

における安全審査基本指針等の検討・策定に研究成果を反映できるよう，概要調査等に必要となる，①

自然現象に関する過去の記録や現在の状況を調査するための体系的な技術の整備（調査技術の開発・

体系化），変動シナリオを考慮した安全評価の基盤となる，②将来の自然現象に伴う地質環境の変化を

予測・評価するための手法の整備（長期予測・影響評価モデルの開発）のほか，③最先端の分析装置等

を用いた放射年代測定や鍵層の高分解能同定法等による編年技術の高度化（年代測定技術の開発）

の三つのカテゴリーで研究開発を進めている。本報は，これら三つのカテゴリーに従い，第 3 期中長期目

標期間の 4 年目である平成 30 年度の研究成果を取りまとめた報告書であり，それぞれの研究において

科学的・技術的背景を解説するとともに，課題を克服するための実施内容，研究成果，今後の課題等に

ついて報告する。 
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2. 研究成果の概要 

「調査技術の開発・体系化」においては，候補地が有する地質環境が最終処分法による段階的な処

分地の選定要件や原子力安全委員会による環境要件等に適合するか否かを判断するための情報（デ

ータ）を，概要調査等を通じて取得するための技術基盤を整備することを目的とする。本報では，この調

査技術の開発・体系化として進めている次の研究開発課題のうち，特に進捗のある個別の成果を報告す

る。 

① 断層の活動性に係る調査技術 
② 地殻構造の高空間分解能イメージング技術 
③ 深部流体の分布に関する調査技術 

①断層の活動性に係る調査技術では，断層の活動性評価の鍵となるような断層内物質の特徴を抽出

するため，断層運動を模擬した高速摩擦試験によって得た断層内物質の組織観察や化学分析を実施し

た。②地殻構造の高空間分解能イメージング技術では，自然地震データを用いた地震学的手法につい

て，堆積層等の層厚分布を考慮した震源再決定及び地震波トモグラフィを試行し，解析手法の有効性を

示した注 1)。③深部流体の分布に関する調査技術では，深部流体の湧出が示唆される地域を事例として

三次元地震波線追跡及び S 波スプリッティング解析を試行し，深部流体の流入経路を顕著な異方性を

示す波線の分布としてイメージングできる可能性を示した注 1)。 

「長期予測・影響評価モデルの開発」では，自然現象を発端とする様々な地質環境への影響に係るシ

ナリオについて，そのシナリオの発生可能性や地質環境の変動幅を予測結果に内在する不確実性を含

めて示すための手法の整備を目的としている。これらは，変動シナリオを考慮した安全評価と密接に関

連する。本報では，長期予測・影響評価モデルの開発として進めている次の研究開発課題のうち，特に

進捗のある個別の成果を報告する。 

① 稀頻度自然現象による地質環境への影響の評価技術 
② 時間スケールに応じた地圏環境変動の予測技術 

①稀頻度自然現象による地質環境への影響の評価技術では，長期間の湧水を引き起こした松代群

発地震を事例として，地磁気・地電流観測により湧水の供給源となった流体賦存域を検出し，その有無

が同様の現象の発生可能性を評価するための指標の一つとなり得る可能性を示した注 1)。②時間スケー

ルに応じた地圏環境変動の予測技術では，海成段丘と浅海底地形の分布高度の比較によって，沿岸部

海域における地殻変動様式の把握には，大陸棚外縁や海底段丘の形成史の理解が重要であるとの見

通しを示した注 1)。 

「年代測定技術の開発」では，将来予測の科学的基盤となる過去の断層運動・火山活動が発生した時

期や隆起・侵食の速度等を精度良く把握するための放射年代測定法を含めた編年技術を整備すること

を目的としている。本報では，年代測定技術の開発として進めている次の研究開発課題のうち，特に進

捗のある個別の成果を報告する。 

① ウラン系列放射年代測定法の実用化 
② 光ルミネッセンス（OSL）年代測定法の実用化 

 
注 1) 本課題では，平成 30 年度高レベル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発事業（「地質環境長期安定性評価技術高度化開

発」及び「沿岸部処分システム高度化開発」）として，経済産業省資源エネルギー庁から原子力機構が受託して実施した成果（日本原子

力研究開発機構・電力中央研究所, 20191)；産業技術総合研究所ほか, 2019 2)）の一部を使用した。 
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③ アルミニウム-26（26Al）年代測定法，塩素-36（36Cl）年代測定法の実用化 
④ 希ガス同位体を用いた地下水年代測定法の実用化 
⑤ 高分解能のテフラ同定手法の開発 
⑥ 地質試料を対象とした年代測定法及び化学分析手法の高度化 

①ウラン系列放射年代測定法の実用化では，これまでに整備した炭酸塩鉱物の年代測定技術を用い

て，生息年代の異なる二つの炭酸塩質な化石試料の年代測定を行い，年代測定の精度評価と適用でき

る年代範囲の検証を行った。②光ルミネッセンス（OSL）年代測定法の実用化では，大深度ボーリングコ

アに対して光ルミネッセンス（OSL：Optically Stimulated Luminescence）熱年代法を適用し，本手法が数

十万年前より若い時代における低温領域の熱履歴を推定できる方法として有効であるとの見通しを示し

た注 1)。③アルミニウム-26（26Al）年代測定法，塩素-36（36Cl）年代測定法の実用化では，ヨウ素-129（129I）
年代測定法の整備に向けた試料調製法の開発及び測定条件の調整を行い，地下水への 129I 年代測定

法の実用化に向けた整備を完了した注 1)。④希ガス同位体を用いた地下水年代測定法の実用化では，こ

れまでに構築した発泡性のある地下水の採取方法について，天然の地下水試料の分析によりその有効

性を確認した注 1)。⑤高分解能のテフラ同定手法の開発では，火山ガラスの微量元素分析によるテフラの

同定に向けて，標準ガラスの分析により分析精度を評価した。⑥地質試料を対象とした年代測定法及び

化学分析手法の高度化では，自動グラファイト調製装置を用いた炭素-14（14C）年代測定の前処理手法

について検討し，少量の試料に対する処理の有効性について見通しを示した注 1)。 
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3. 平成 30 年度の研究成果 

3.1 調査技術の開発・体系化 

3.1.1 断層の活動性に係る調査技術 

(1) はじめに 

断層の活動性評価として最も受け入れられている手法は，断層を被覆する堆積物の年代を放射性炭

素年代測定やテフラ分析等によって明らかにし，堆積物と断層との切断関係から，断層の最新活動時期

を推定する手法（上載地層法）である。しかし，ボーリングや坑道等の掘削によって地下で遭遇した基盤

岩中の断層のように，断層の最新活動時期を制約する被覆層との関係が明らかでない場合，上載地層

法によって断層の活動性を評価することが困難となる。本研究では，そのような断層にも適用できる活動

性評価手法の確立を目的として，断層内物質（断層岩や割れ目充填鉱物等）の構造地質学，鉱物学，

地球化学，年代学的解析に基づく検討を行う。 

本研究の中ではこれまでに，断層内物質を模擬するように鉱物組成を調整した人工試料に対し，山口

大学の回転式高速剪断摩擦試験機（嶋本・堤, 19941)）を用いて（図 3.1.1-1），表 3.1.1-1 に示すような断

層運動を模擬した高速摩擦試験を実施している（石丸ほか, 20182)）。さらに，実際の断層に対する活動

性評価の鍵となるような特徴を捉えることを目指し，試験後の断層内物質の組織観察や化学分析を行っ

たところ，一部の試料において，天然の断層内物質で報告されている Clay-Clast Aggregate（CCA； 
Boutareaud et al., 20083)）に類似した組織の形成を確認している。平成 30 年度は，この摩擦試験により模

擬のガウジ中で生じる物理的・化学的変化を把握するために，試験後の試料のさらなる観察や分析を進

めた。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

Spray（1987）4)により高速・大変位という条件の下での岩石の摩擦実験が開始されて以降，断層運動と

物質変化の関係を明らかにするための試みが行われてきた。Spray（1987）4)の研究は，変輝緑岩

（metadolerite）を用いて高速かつ大変位条件下で摩擦実験を行い，摩擦熔融で形成された実験試料に

おいて，天然のシュードタキライトの組織及び組成上の特徴をほぼ再現するものであった。 

その後，嶋本・堤（1994）1)によって，摩擦加熱やそれに伴う溶融が断層の力学的性質に与える影響を

調べる目的で新しい回転式高速摩擦試験機が開発されて以降，断層における「すべり軟化」（数 cm から

数十 cm 以上に達するすべりを伴いながら摩擦係数が著しく低下する現象）や，「速度弱化」（すべり速度

が数 cm/s に達すると急激に摩擦強度が減少する現象）が確認されたこと（例えば，Di Toro et al., 20115)）

をはじめ，多くの研究成果が生み出された。 

断層運動に伴う物質変化を，天然と実験の両方で捉えた研究も報告されている。例えば Boutareaud et 
al. （2008）3)は，高速条件下ですべり軟化を経験した断層岩の内部に，細粒な破砕岩片・鉱物片の周り

を粘土質物質が同心円状に取り囲んだ雪だるま様の組織（CCA）が存在することを報告した。そして，こ

れと同様の組織が台湾の車籠埔断層（1999 年の台湾集集地震によって活動したとされる断層）の断層内

物質に認められることが明らかになった（Boullier et al., 20096)）。後に，CCA は mm/s オーダーの低速の

すべりでも生じることが報告されている（Han and Hirose, 20127)）。 

一方，断層運動に伴う鉱物組成の変化の例として，大橋・小林 （2008）8)は，跡津川断層系の牛首断
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すべりでも生じることが報告されている（Han and Hirose, 20127)）。 

一方，断層運動に伴う鉱物組成の変化の例として，大橋・小林 （2008）8)は，跡津川断層系の牛首断
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層において断層ガウジ中に石墨（グラファイト）が濃集していることを発見し，後に摩擦実験に基づき，炭

素を含む鉱物が断層運動によってグラファイト化し得ることを示した（Oohashi et al., 20119)）。 

清水ほか（2015）10)は，活断層の断層岩の鉱物学的・地球化学的特徴を明らかにすることを目的として，

六甲淡路断層帯を構成する五助橋断層から採取された試料を用いて X 線顕微鏡（XGT：X-ray Guide 
Tube）や電子プローブマイクロアナライザ（EPMA：Electron Probe Micro Analyzer）を用いた元素マッピン

グ等の化学分析を行った。その結果，一部の岩片・鉱物を取り囲むような局所的なマンガン（Mn）の濃集

を確認した。清水ほか（2015）10)はこの結果について，断層岩の全岩化学組成のデータからは Mn の濃

集が捉えられないことを踏まえ，この濃集は流体移動によって外部から新しく Mn が付加したものではなく，

断層運動に伴う Mn 含有鉱物（例えば，黒雲母等）の破砕・変質によって溶脱した Mn が局所的に濃集し

たと考察した。断層岩における Mn の濃集については，大谷ほか（201211), 201412)）による報告例があり，

断層の活動性評価の指標となる可能性を指摘している。これを検証するためには，熱水活動や風化等

の断層運動以外のメカニズムによる類似の現象との区別が必要である。 

CCA の形成のような岩石組織の変化，グラファイト形成等の鉱物組成の変化，Mn 濃集等の化学組成

変化といった現象と断層運動に伴う破砕との相関関係について検証するためには，断層内物質の模擬

試料に対して高速摩擦試験を行い，どのような条件でこれらの現象が再現されるかを確認することが有

効な手段の一つとなり得る。 

(3) 実施内容・結果 

平成30年度は，石丸ほか（2018）2)において行った高速摩擦試験後の試料を薄片に加工したものに対

して，偏光顕微鏡や走査型電子顕微鏡（SEM：Scanning Electron Microscope）による観察と，EPMA によ

る面分析を実施した。また，追加で実施した 3 試験（No.23～25）の試料についても同様の観察・分析を

行った。その結果，石丸ほか（2018）2)において報告した No.22 の試料以外の複数の試料のガウジ中にも，

石英粒子の周囲に石英中の元素よりも原子番号の大きい元素を含む物質が存在することが明らかになり，

CCA とみられる組織が生じていることがわかった（表 3.1.1-1）。 

CCA は，ガウジ模擬物質として石英と黒雲母を質量比 1:1 で混合したものを用いた試験において形成

された（図 3.1.1-2）。特に，模擬の母岩として花崗岩を用い，すべり速度 1 m/s，軸圧 3 MPa，変位量 10 m
で試験を行った試料のうち，ガウジ模擬物質に1,000 mg/LのMn標準液を添加したもの（No.22）のほか，

非含水条件のもの（No.20）の 2 試料に顕著であった（図 3.1.1-2）。CCA はこの他にも，これらと同一の剪

断条件でガウジ模擬物質に蒸留水を添加し試験を行った後の試料（No.21）で確認された（図 3.1.1-2）。

ただしこの試料では，No.20，No.22 に比べて石英粒子の周囲の物質の幅が小さいか，あるいは石英粒

子を完全には取り囲んでいなかった。このような CCA は，すべり速度 1 m/s，軸圧 1 MPa，変位量 30 m で

行った試験のうち，花崗岩を母岩としてガウジ模擬物質に鉄（Fe）と Mn の濃度比が 1:1 の溶液を添加し

た場合（No.23）と，砂岩を母岩としてガウジ模擬物質に蒸留水を添加した場合（No.5）の 2 試料において

も観察された（図 3.1.1-2）。 

No.22 の試料では，石丸ほか（2018）2)においても報告したように CCA の反射電子組成像から，石英粒

子の周囲に石英中の元素よりも原子番号の大きい元素を含む物質が付着していることが確認できた（図

3.1.1-3）。この物質に対して EPMA による面分析を実施したところ，マグネシウム（Mg），アルミニウム（Al），

カリウム（K），Fe が周囲より多く含まれているという結果が得られたことから，これは破砕した黒雲母が石

英粒子の周囲に濃集したものと考えられる（図 3.1.1-3）。ただし，これまでの化学分析では CCA における

Mn の明瞭な濃集は認められていない。 
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(4) 主な成果と課題 

これまでに CCA の形成が確認された 5 試料の実験条件から考察すると，CCA の形成には（1）水の添

加の有無は無関係と考えられる。一方で，垂直応力が 3 MPa の実験において特に CCA の形成が顕著

であることから，CCA の形成には（2）垂直応力が関与している可能性がある。さらに，試料の切断面にお

いてCCAの分布に規則性が見られないことから，（3）切断面の速度範囲（約0.64～1.00 m/s）においては，

速度は CCA の形成に影響しないと考えられる。 

今回はガウジの模擬物質として石英と黒雲母を混合したものを用いたが，今後は斜長石も模擬ガウジ

の材料に加え，粘土鉱物の生成による CCA の形成状況の変化や化学的影響等の検討も行う。また，実

際の活断層と非活断層それぞれの断層岩に対して組織観察や元素マッピング等を行い，これまでに得

た高速摩擦試験後の試料の観察・分析結果と比較することにより，活断層を特徴づける元素の挙動や岩

石組織の変化の抽出を目指す。 

 

 

図 3.1.1-1 回転式高速剪断摩擦試験機と，本研究における試料のセット方法の概要 
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図 3.1.1-3 No.22 の試料で観察された CCA の(a)偏光顕微鏡写真，(b)反射電子組成像，(c)EPMA によ

る元素マッピングの結果（カラーバー右側の数値は X 線強度を表し，単位は cps/μA） 
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3.1.2 地殻構造の高空間分解能イメージング技術 

(1) はじめに 

将来の地層処分システムに重大な影響を及ぼす可能性がある現象（例えば，断層運動，マグマ活動）

の潜在的なリスクを排除するためには，地表からの調査の段階において，地下深部における震源断層や

流体（メルトや水）等の存否や構造をあらかじめ確認しておくための調査技術が必要となる。特に，地殻

中部に存在する微小地震の集中域や地殻深部に流体等が存在するような領域の付近では，将来の活

動によって地殻浅所まで破断が進展することや，それに伴って地下深部の流体が流入する可能性も考

えられるため，これらに関連する地下深部の不均質構造を把握するための技術基盤の整備を進める。 

これまで，本研究における研究開発は内陸部を事例とした検討を中心として進めてきた。一方で，「地

層処分に関する地域の科学的な特性の提示に係る要件・基準の検討結果」（総合資源エネルギー調査

会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 地層処分技術ワーキンググループ, 20171)）では，廃棄体

の輸送時における安全性の確保の観点から，沿岸部（島嶼部や海底下を含む）については「好ましい範

囲」の要件の一つと整理されている。このため，沿岸部における地殻構造（特に，地下深部のマグマ・深

部流体）の調査技術についても検討を進めてきた。平成 30 年度は，地下深部のマグマ・深部流体の分

布推定に有効と考えられる技術（地震学的手法，電磁気学的手法等）のうち，陸域と比べて空間分解能

や精度が劣ることが想定される自然地震データを用いた地震学的手法（震源再決定及び地震波トモグラ

フィ）について，その改善に向けた手法の検討を行った。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

地殻や上部マントルにおける流体分布の推定に関するこれまでの調査・研究では，地震波トモグラフィ

や地磁気・地電流（MT：Magnetotelluric）法といった自然由来の現象（自然地震，地磁気・地電流）の観

測に基づく手法が主要な方法として用いられてきた。一般に，どちらの手法を適用する場合も対象とする

マグマや深部流体の空間スケールと同程度以上の観測点間隔（観測点密度）で観測点を展開し，地下

構造を推定するための解析に十分な質と量のデータを取得することが必要となる。 

このうち地震波トモグラフィは多量の地震データを用いた逆解析（インバージョン）により地下の地震波

速度構造を推定する手法であり，内陸部の下部地殻や上部マントルに存在する部分溶融域や深部流体

を検出した事例が多く報告されている（例えば，Nakajima and Hasegawa, 20032)）。ただし，地震波速度

構造の推定に十分な数の P 波，S 波初動到達時刻データを蓄積するには，一般に数年以上の観測期間

を要するため，定常地震観測網で観測されたデータを用いる必要がある。現時点において内陸部に地

震波トモグラフィを適用する場合は，防災科学技術研究所が運用する高感度地震観測網（Hi-net）等，日

本列島全域に約 20 km の観測点間隔で展開されている定常地震観測網を用いることが可能であり，これ

と同程度の空間分解能を有する解析が可能である。一方で海域では，太平洋沖や南海トラフ沖に日本

海溝海底地震津波観測網（S-net）や地震・津波観測監視システム（Do-net）と呼ばれる地震観測網が一

部の地域において近年整備されているものの（例えば，金沢ほか, 20093)），その観測点間隔は 30 km よ

り大きく，内陸部と同等の空間分解能で地下深部構造を推定することは難しい。 

また，地震波トモグラフィのように自然地震の観測に基づく手法を適用する場合は，解析の入力データ

となる震源パラメータ（震源位置及び発震時刻）が精度よく決定されている必要がある。沿岸部では，陸

域と海域の地震観測網を統合した解析によって震源パラメータを推定する解析（震源決定）を行うことに

なるが，これを高い精度で行うためには海岸線付近を境として急激に厚くなる海域の堆積層（極めて地
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震波速度が遅い層）の存在を考慮する必要がある（Nakano et al., 20154)）。さらに，海域のように地震観

測網の端部や外側で発生する地震の震源決定精度は，観測網の内側（内陸部）に比べて極めて低い。

このため海域では，地震波トモグラフィをはじめとした解析の精度もまた低下することとなる。以下では，

マグマや深部流体の有無や分布を把握するための主要な手法の一つと考えられる地震波トモグラフィに

ついてこの問題点を改善するため，堆積層等の層厚分布を考慮した震源再決定を行った上で，その結

果を用いた地震波トモグラフィを試行し，解析手法の妥当性について検討した結果を示す。 

(3) 実施内容・結果 

一般に，震源決定では震源パラメータを未知数とし，地下の一次元地震波速度構造を仮定して計算さ

れる理論走時と観測走時との差が最小となる震源パラメータをインバージョンによって推定する。そのた

め，仮定する地震波速度構造が実際のそれと大きく乖離している場合は，震源が誤った位置に推定され

てしまう。震源分布を正確に推定するためには，上部地殻や下部地殻に比べて極めて地震波速度が遅

い堆積層の存在を考慮することが重要となるが，その厚さは場所により大きく異なる。本研究では，地下

深部にメルト等の火山性流体の存在が想定される利尻火山が位置し，かつ堆積層の層厚変化が著しい

北海道北西部における陸域・海域を含む領域を事例として，震源再決定及び地震波トモグラフィを試行

した。 

震源再決定に用いた地震データは，2005 年 1 月から 2018 年 7 月までの期間に発生し，気象庁一元

化検測値データに掲載される 3,509 個の浅発地震である。震源再決定における理論走時の計算にあた

っては，Zhao et al. （1992）5)による三次元高速波線追跡に，防災科学技術研究所により取りまとめられ

た深部地盤構造モデル（防災科学技術研究所, 20096)）を地震波速度境界として考慮した。本解析に適

用した地震波速度境界のうち，最深層の下面に相当する地震基盤面（P 波速度 5.0～6.0 km/s 及び S 波

速度 2.5～3.5 km/s の速度境界）について，解析領域における深さ分布を図 3.1.2-1 に示す。これによると，

定常地震観測網が展開されている陸域の西部及び海域においては，上部地殻の平均的な地震波速度

（P 波速度 6.0 km/s，S 波速度 3.5 km/s）に比べて極めて地震波速度が遅い堆積層（P 波速度 2.0～5.0 
km/s，S 波速度 1.2～2.9 km/s）が厚く分布する。一方で，陸域の東側においてはほとんど存在せず，地

点によりその深度は数千 m の差が見られる。このため，本領域を対象とした震源決定において堆積層の

分布を考慮しない場合，単純には，実際の震源位置よりも東側または深部に誤って決定されてしまうと考

えられる。 

この震源再決定によって得られた震源分布を，気象庁でのルーチン処理によって決定された震源（以

下，初期震源）分布とともに図 3.1.2-2 に示す。初期震源は，その 29 %がうまく決定されておらず震源深さ

の誤差が評価されていないが，それ以外の震源の深さの誤差は平均 2.46 km であった。これに対して震

源再決定後は，91 %の地震が深さの誤差 3.0 km 以下で決定され，その平均は 1.23 km に減少した。ま

た，震源再決定後の震源は，初期震源に比べて全体的にやや西側にシフトしている傾向が見られる（図

3.1.2-2）。この傾向は，前述のように定常地震観測網の西部及び海域のみに堆積層が厚く分布すること

に起因すると考えられる。 

地震波トモグラフィにおいても震源再決定と同様に，理論波線や理論走時の計算において深部地盤

構造モデル（防災科学技術研究所, 20096)）を考慮し，北海道北西部における三次元地震波速度構造を

推定した上で，従来の解析手法に基づく結果と比較した。解析に使用した地震データは，上述した震源

再決定後のデータから選出した 1,361 個の地震であり，それに含まれる P 波及び S 波到達時刻データ数

はそれぞれ 22,155 個及び 19,449 個である。また，従来の手法による解析では，これと同一の地震につい

て初期震源の震源パラメータを用いているが，P 波及び S 波の到達時刻データは同一である。解析では，
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震波速度が遅い層）の存在を考慮する必要がある（Nakano et al., 20154)）。さらに，海域のように地震観
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した。 

震源再決定に用いた地震データは，2005 年 1 月から 2018 年 7 月までの期間に発生し，気象庁一元
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点によりその深度は数千 m の差が見られる。このため，本領域を対象とした震源決定において堆積層の

分布を考慮しない場合，単純には，実際の震源位置よりも東側または深部に誤って決定されてしまうと考

えられる。 

この震源再決定によって得られた震源分布を，気象庁でのルーチン処理によって決定された震源（以

下，初期震源）分布とともに図 3.1.2-2 に示す。初期震源は，その 29 %がうまく決定されておらず震源深さ

の誤差が評価されていないが，それ以外の震源の深さの誤差は平均 2.46 km であった。これに対して震

源再決定後は，91 %の地震が深さの誤差 3.0 km 以下で決定され，その平均は 1.23 km に減少した。ま

た，震源再決定後の震源は，初期震源に比べて全体的にやや西側にシフトしている傾向が見られる（図

3.1.2-2）。この傾向は，前述のように定常地震観測網の西部及び海域のみに堆積層が厚く分布すること

に起因すると考えられる。 

地震波トモグラフィにおいても震源再決定と同様に，理論波線や理論走時の計算において深部地盤

構造モデル（防災科学技術研究所, 20096)）を考慮し，北海道北西部における三次元地震波速度構造を

推定した上で，従来の解析手法に基づく結果と比較した。解析に使用した地震データは，上述した震源

再決定後のデータから選出した 1,361 個の地震であり，それに含まれる P 波及び S 波到達時刻データ数

はそれぞれ 22,155 個及び 19,449 個である。また，従来の手法による解析では，これと同一の地震につい

て初期震源の震源パラメータを用いているが，P 波及び S 波の到達時刻データは同一である。解析では，

JAEA-Research 2019-006 
 

- 15 - 

対象領域内における格子点（grid point）を鉛直方向には深さ 5 km，10 km，25 km に，水平方向には約

33 km の間隔で設置し，Zhao et al. （1992）5)によるアルゴリズムを用いたインバージョンにより，地殻の三

次元 P 波及び S 波速度構造を推定した。 

堆積層の層厚分布を考慮した今回の手法と従来の手法により推定された，P 波及び S 波速度偏差分

布の平面図をそれぞれ図 3.1.2-3 及び図 3.1.2-4 に示す。従来の手法による解析結果（図 3.1.2-3 (a)及び

図 3.1.2-4 (a)）において，第四紀火山である利尻火山周辺の地震波速度は平均的な速度から高速度の

領域としてイメージされた。この傾向は，地震波トモグラフィを用いて近年行われた研究（Niu et al., 20167)）

でも同様である。一方で，今回の手法を用いた解析結果（図 3.1.2-3 (b)及び図 3.1.2-4 (b)）では，P 波速

度，S 波速度ともに地震波低速度の領域としてイメージされており，利尻火山周辺に対する二つの解析

結果は大きく異なる傾向を示す。 

地下にメルト等の流体が存在する場合は，P 波速度，S 波速度ともに低速度，かつ高ポアソン比を示す

ことが知られている（例えば，O’Connell and Budiansky, 19748)；Zhao and Negishi, 19989)）。また，利尻火

山周辺の地殻においては低周波微小地震の発生が認められるが（図 3.1.2-3 及び図 3.1.2-4），その発生

には深部から火山に供給される流体の存在が関与していると考えられている。これまでの研究において，

低周波微小地震の震源は地震波トモグラフィ等によって推定された流体分布域の周辺に位置することが

多いが（例えば，Nakajima and Hasegawa, 20032)；Hasegawa et al., 200510)），今回の手法を用いた解析

結果では，利尻火山下の地震波低速度（図 3.1.2-3 及び図 3.1.2-4）かつ高ポアソン比（図 3.1.2-5）の領域

に分布する。さらに，利尻火山周辺下のマントル・ウェッジでは，流体の上昇を示唆する顕著な地震波低

速度体が見出されている（Liu et al., 201311)；Asamori and Zhao, 201512)；Niu et al., 20167)）。以上のことか

ら，堆積層の層厚分布を考慮した解析によって利尻火山下の上部地殻に認められた地震波低速度かつ

高ポアソン比の領域は，その火山活動に関連した流体（メルトまたは高温の水）の存在を示唆すると考え

られる。また，従来の手法を適用した場合に認められた地震波高速度体は，解析領域における堆積層の

層厚変化が顕著であることに伴う偽像である可能性が考えられる。 

(4) 主な成果と課題 

以上の成果は，マグマや深部流体の有無や分布を把握するための解析に必要となる自然地震の震

源決定や地震波トモグラフィについて，その精度を向上させるためには，堆積層の分布を考慮した解析

が有効であることを示唆する。また本手法は，堆積層の層厚が急変し，かつ定常地震観測網の端部に位

置する沿岸部においては特に有効であると考えられる。今後は，これらの成果に関する取りまとめを進め

る。 
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図 3.1.2-1 解析領域における地震基盤深度の深さ分布 

深部地盤構造モデル（防災科学技術研究所, 20096)）をもとに作成した。 
 

 
図 3.1.2-2 初期震源の震央分布（黒丸）及び震源再決定後の震源（赤丸）の分布 
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図 3.1.2-3 各深度における P 波速度偏差の分布 
(a)従来の手法による解析結果，(b)堆積層の層厚分布を考慮した手法による解析結果。星印及び赤

三角は，それぞれ低周波地震及び第四紀火山を示す。 
 

 
図 3.1.2-4 各深度における S 波速度偏差の分布 

(a)従来の手法による解析結果，(b)堆積層の層厚分布を考慮した手法による解析結果。星印及び赤

三角は，それぞれ低周波地震及び第四紀火山を示す。 
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図 3.1.2-5 堆積層厚の変化を考慮した解析により推定された各深度のポアソン比偏差の分布 

星印及び赤三角は，それぞれ低周波地震及び第四紀火山を示す。 
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3.1.3 深部流体の分布に関する調査技術 

(1) はじめに 

地層処分システムが長期的に安全機能を発揮するためには，地層処分の場となる地質環境に期待さ

れる閉じ込め機能の観点から，好ましい地質環境特性が長期にわたって維持されることが重要となる。変

動帯に位置する我が国においては，これに関わる自然現象として，火山・火成活動，地震活動・断層運

動，隆起・侵食が従来より着目されてきた。経済産業省の総合資源エネルギー調査会に設置された地層

処分技術ワーキンググループにより示された「最新の科学的知見に基づく地層処分技術の再評価」（総

合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会原子力小委員会地層処分技術ワーキンググループ, 
20141)）では，地層処分システムにおける閉じ込め機能の喪失につながる事象の一つとして，「火山性熱

水や深部流体の移動・流入」が挙げられ，深部流体に対する考慮の必要性が最近の科学的知見を踏ま

えて新たに指摘されている。また，深部流体は，沈み込むスラブやマントル起源の流体が断裂系等を通

じて地表付近に上昇する（産業技術総合研究所, 20122)）もので，pH が低く炭酸化学種が高濃度に含ま

れる等の特徴があり，温度が高い場合には熱環境への影響も考慮すべきであることが指摘されている。

そのため，これらが流入する範囲では地質環境として好ましくない熱環境や化学場が生成される可能性

があり，概要調査等においてその影響を排除することが望ましい（総合資源エネルギー調査会 電力・ガ

ス事業分科会 原子力小委員会 地層処分技術ワーキンググループ, 20141)）とされている。 

深部流体の流入の可能性や地質環境への影響を適切に評価するためには，深部流体そのものの化

学的・熱的性状のほかに，流入の経路となり得る地質環境の特性（流体の移動に関与する断層やクラッ

クの性状等）に関する知見を得ておくことが重要であると考えられる。そのため平成 30 年度は，流入経路

となり得る地質環境の特徴（地下深部の断層やクラックの性状）を抽出するため，深部流体の流入が高温

の温泉の湧出等に関与していると指摘されている紀伊半島を事例とした地震波解析（三次元波線追跡

及び S 波スプリッティング解析）を実施した。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

我が国には，常磐地域，能登半島，新潟平野，紀伊半島等，非火山地帯にもかかわらず高温の温泉

が湧出している地域がいくつか存在する（産業技術総合研究所, 20043)）。このうち紀伊半島には湯の峰

（92 ℃），白浜（78 ℃）等といった，前弧域としては特異な高温の温泉が存在する（産業技術総合研究

所, 20054)）。温泉井及び掘削井における地化学調査の結果（新エネルギー・産業技術総合開発機構, 
19945)）によると，深部からの熱水（約 210 ℃）の上昇により，深度 1,500 m で 100～180 ℃，地表では最

大 92.0 ℃の温泉が自噴していると報告されている（西村, 20016)）。紀伊半島におけるこれらの熱水の起

源については，温泉水の同位体組成のほか，低周波地震の分布，地震波速度構造，比抵抗構造といっ

た地球化学・物理学的な情報から，フィリピン海スラブから脱水した流体が関与していると考えられている

（例えば，Umeda et al., 20067)；Morikawa et al., 20168)）。 

既に述べたように，深部流体は断裂系等を通じて地下深部から地表付近に上昇すると考えられている

が（産業技術総合研究所, 20122)），このような流体の移動に関与する断層やクラックの性状等を知るため

に有効な手法の一つとして，S 波スプリッティング解析が挙げられる。一般に，地殻を構成する岩石中に

クラックが高密度に発達した異方性媒質を S 波が通過すると，異なる伝播速度をもち，互いに直交する方

向に振動する二つの S 波に分裂するという現象が生じる。この現象のことを S 波スプリッティングといい，S
波の振動方向によって伝播速度が異なる性質のことを S 波偏向異方性という。なお，断層についても，微
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視的な視点で見れば，微小なクラックの集合体として捉えることができるため，地殻内に存在する一種の

異方性媒質として扱うことができる。この時，速い S 波の振動方向（φ）は，クラック面に平行な方向となる。

また，観測点に速い S 波が到達してから遅い S 波が到達するまでの時間差（dt）は，S 波が通過した異方

性媒質内のクラック密度が高いほど，大きくなることが知られている（Savage, 19999)）。さらに，dt は，クラッ

クの伸びる方向に対する S 波の入射角にも強く依存し，クラックの長軸方向に対して S波が平行な方向か

ら入射した場合に，最も大きくなることが理論的に明らかにされている（Hudson, 198010), 198111)）。以上の

S 波スプリッティングに関する性質を利用することにより，流体の移動経路となり得るクラックの性状や，ク

ラック密度，断層面の存在といった情報が抽出できる可能性があると考えられる。 

(3) 実施内容・結果 

後述する S 波スプリッティング解析によって得られる地震波速度異方性に係るパラメータ（スプリッティ

ングした S 波の偏向方位 φ 及び到達時間差 dt）は，解析に用いたそれぞれの震源－観測点間の S 波伝

播経路（波線）上における地震波速度異方性が積算されたものである。そのため，地震波の波線が異な

れば，得られる地震波速度異方性のパラメータもそれぞれ異なることとなる。ここでは，地殻における地震

波速度異方性の空間的な特徴を検討するために必要となる波線を精密に推定するため，紀伊半島下の

地殻及び上部マントルを対象とした三次元波線追跡を実施した。 

三次元波線追跡には，Zhao et al. （1992）12)による高速波線追跡法を用いた。解析では，地震波速度

不連続面における波線の屈曲はスネルの法則にしたがいつつ，それぞれの地震波速度不連続面間に

おいては Um and Thurber（1987）13)による pseudo-bending 法を用いて，震源－観測点間の波線を繰り返

し計算によって求めた。地震波速度不連続面としては，地表付近の地震波速度モデル（防災科学技術

研究所, 200914)），Moho 面，Conrad 面の深さ分布（Katsumata, 201015)），フィリピン海スラブ上面の深さ分

布（Hirose et al., 200816)）及び既存の地震探査（Kodaira et al., 200017)；Nakanishi et al., 200218)；伊藤ほ

か, 200719)；Ito et al., 200920)）を参考としてスラブ内の Moho 面（海洋地殻の厚さは一様に 8.0 km とした）

の分布を考慮した。また，それぞれの層内における地震波速度は，既存の地震探査や地震波トモグラフィ

による研究（Nakajima and Hasegawa, 200721)；Hirose et al., 200816)）を参照して設定した。なお，海洋地

殻及びスラブマントルの S 波速度は，平均的な上部マントルの地震波速度に比べてそれぞれ-8.0 %及び

+8.0 %に相当する速度とした。 

また，S 波スプリッティング解析には，Silver and Chan（1991）22) による手法を用いた。この解析には，

防災科学技術研究所により公開されている高感度地震観測網（Hi-net）の連続波形データを用いた。本

解析では，以下の異なる二つの地震のグループに対して解析を行った。一つ目の地震のグループは，

2004 年 6 月から 2008 年 11 月までの期間に深さ 80 km 以浅で発生したマグニチュード（M）3～4 の地震

の中で，少なくとも 30 点以上の観測点で観測されている 11 個の地震である（図 3.1.3-1）。これに対して，

二つ目の地震のグループは，2009 年 6 月から 2010 年 1 月までの期間に発生した M 1～4 の地震である

（図 3.1.3-1）。 

図 3.1.3-2 に S 波スプリッティング解析の結果の平面図を示す。ここでは各観測点で観測された地震波

について，バーの向きが速い S 波の振動方向（φ）を示し，バーの長さが速い S 波と遅い S 波の到達時間

差（dt）の大きさを示す。これによると，大局的に φ 及び dt は，ともにばらつきが大きいことがわかる。このこ

とは，解析に用いた地震の数が十分でないことが要因の一つであると考えられる。一方，観測される S 波

偏向異方性は，震源から観測点へと至る波線上に存在する異方性媒質による影響が積算されたもので

ある。したがって，φ 及び dt に見られるばらつきは，それぞれの地震波が通過した媒質の異方性に関する

特徴が異なることを示している可能性も考えられる。 
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図 3.1.3-3 には，解析によって得られた dt を波線の長さで規格化し，波線上に表示した結果を示す。こ

れによると，断面の北西側から約 100 kmの距離の地点において，この値が大きく顕著な異方性の存在を

示唆する波線が南東方向から到来していることがわかる。さらに，120 km の地点においても 100 km の地

点に見られる波線とほぼ平行に，南東方向から大きな値を示す波線が到来していることがわかる。また，

100 km の距離の地点においては，北西方向の深さ 10 km 付近から到来する大きな値を示す波線も認め

られる。このうち，断面の北西側から約 120 km の地点に位置する本宮観測点の近傍に湧出する温泉水

（92 ℃）のヘリウム同位体比（3He/4He）は，大気のそれに比べて有意に高く，マントル起源ヘリウムの上

昇が示唆されている（例えば，Sano and Wakita, 198523)）。また，紀伊半島南部下における低周波地震の

発生域周辺には，地震波速度構造や比抵抗構造の推定によって，フィリピン海スラブの脱水により生じ

た深部流体の存在が示唆されており（例えば，Umeda et al., 20067)；Kato et al., 201424)），顕著な異方性

を示す波線はこれらの領域を繋ぐように分布するようにも見える（図 3.1.3-3）。これらのことから，顕著な異

方性を示す波線の分布は，深部流体の流入経路を映し出している可能性が示唆される。しかしながら，

前述した解析結果のばらつきを考慮すると，更なるデータの蓄積による検討が必要である。 

(4) 主な成果と課題 

本研究では，紀伊半島を対象とした三次元波線追跡及び S 波スプリッティング解析を行った。その結

果，深部流体の流入経路を顕著な異方性を示す波線の分布としてイメージングできる可能性を示した。

今後は，特に地殻内で発生した地震を新たにデータに加え，地殻内における S 波偏向異方性の特徴を

詳細に解析する予定である。 

 

 
図 3.1.3-1 S 波スプリッティング解析に用いた震源及び観測点の分布 

星印は 2004 年 6 月から 2008 年 11 月まで期間に深さ 80 km 以浅で発生した地震の震央。丸印は 2009
年 6 月から 2010 年 1 月まで期間に発生した地震の震央を示す。 
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図 3.1.3-3 には，解析によって得られた dt を波線の長さで規格化し，波線上に表示した結果を示す。こ

れによると，断面の北西側から約 100 kmの距離の地点において，この値が大きく顕著な異方性の存在を

示唆する波線が南東方向から到来していることがわかる。さらに，120 km の地点においても 100 km の地

点に見られる波線とほぼ平行に，南東方向から大きな値を示す波線が到来していることがわかる。また，

100 km の距離の地点においては，北西方向の深さ 10 km 付近から到来する大きな値を示す波線も認め

られる。このうち，断面の北西側から約 120 km の地点に位置する本宮観測点の近傍に湧出する温泉水

（92 ℃）のヘリウム同位体比（3He/4He）は，大気のそれに比べて有意に高く，マントル起源ヘリウムの上

昇が示唆されている（例えば，Sano and Wakita, 198523)）。また，紀伊半島南部下における低周波地震の

発生域周辺には，地震波速度構造や比抵抗構造の推定によって，フィリピン海スラブの脱水により生じ

た深部流体の存在が示唆されており（例えば，Umeda et al., 20067)；Kato et al., 201424)），顕著な異方性

を示す波線はこれらの領域を繋ぐように分布するようにも見える（図 3.1.3-3）。これらのことから，顕著な異

方性を示す波線の分布は，深部流体の流入経路を映し出している可能性が示唆される。しかしながら，

前述した解析結果のばらつきを考慮すると，更なるデータの蓄積による検討が必要である。 

(4) 主な成果と課題 

本研究では，紀伊半島を対象とした三次元波線追跡及び S 波スプリッティング解析を行った。その結

果，深部流体の流入経路を顕著な異方性を示す波線の分布としてイメージングできる可能性を示した。

今後は，特に地殻内で発生した地震を新たにデータに加え，地殻内における S 波偏向異方性の特徴を

詳細に解析する予定である。 

 

 
図 3.1.3-1 S 波スプリッティング解析に用いた震源及び観測点の分布 

星印は 2004 年 6 月から 2008 年 11 月まで期間に深さ 80 km 以浅で発生した地震の震央。丸印は 2009
年 6 月から 2010 年 1 月まで期間に発生した地震の震央を示す。 
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図 3.1.3-2 S 波スプリッティング解析の結果 

バーの向きは速い S 波の振動方向（φ），バーの長さは速い S 波と遅い S 波の到達時間差（dt）の大き

さを示す。  
 

 

図 3.1.3-3 波線長で規格化した場合の到達時間差（dt）の断面図（左図）及び平面図（右図） 
左図の白丸及び黒星印は，それぞれ通常地震及び低周波地震の震源を示す。右図の黒線は，フィリ

ピン海スラブ上面深度のコンター（10 km 間隔）を示す。  
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3.2 長期予測・影響評価モデルの開発 

3.2.1 稀頻度自然現象による地質環境への影響の評価技術 

(1) はじめに 

2011 年 3 月 11 日に発生した東北沖地震及び福島第一原子力発電所の事故は，数百年から数千年を

超える時間間隔で発生する巨大地震・津波といったこれまでの原子力安全では想定していなかった自然

現象のリスクを再認識させた。これに伴って，我が国の原子力政策や地層処分技術に関する研究開発を

取り巻く状況は大きく変化した。このような背景のもとで示された「高レベル放射性廃棄物の処分につい

て（回答）」（日本学術会議, 20121)）では，この地震に伴って生じた地殻変動等の自然現象に関して，今

後の調査研究によって明らかになるであろう科学的知見は，高レベル放射性廃棄物の処分において確

実に考慮されるべきであると指摘されている。 

東北沖地震は，1,000 年に 1 回程度の頻度で発生する海溝型巨大地震であると考えられるが，これに

伴って内陸地震が活発化した地域や 1 m 以上の沈降を生じた地域も現れた。また，地殻応力場・ひずみ

場の変化によって地下水位の変化が観測されるとともに，東北沖地震の一か月後に発生した福島県浜

通り地震に伴う異常湧水は数年間継続している。このような東北沖地震後の観測等によって得られつつ

ある科学的知見も踏まえて取りまとめられた「最新の科学的知見に基づく地層処分技術の再評価」（総合

資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 地層処分技術ワーキンググループ, 
20142)）では，今後の地層処分事業の取り組みと並行して進めるべき研究開発の一つとして，東北沖地

震後に誘発された地震や湧水（例えば，2011 年 4 月 11 日の福島県浜通り地震）に関する調査事例の蓄

積の必要性が示されている。 

地層処分システムにおける閉じ込め機能の喪失につながる事象の一つとして，「断層のずれに伴う透

水性の増加」による水理場や化学場の変動が指摘されているが（総合資源エネルギー調査会 電力・ガ

ス事業分科会 原子力小委員会 地層処分技術ワーキンググループ, 20142)），長期間の湧水といった事

象の発生の可能性や，その発生を加味した安全評価を適切に行うためには，流入する可能性のある流

体の賦存の有無をあらかじめ把握しておくことも重要であると考えられる。しかしながら，これまでに観測

された顕著な湧水に対して，その供給源となった流体の賦存域が物理探査等によって確認された事例

はない。そこで平成 30 年度は，地下深部から上昇した流体の流入が，地震活動に伴って生じた長期間

の湧出に関与しているとも指摘されている松代群発地震の活動域を事例として，MT 法により地下深部の

二次元比抵抗構造を推定し，湧水の供給源となった可能性のある流体賦存域の有無について検討し

た。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

1946 年南海地震（川辺, 19913)）や 1995 年兵庫県南部地震（佐藤・高橋, 19974)）等，比較的規模の大

きい地震が発生した際には，その震源域を含む広域的な範囲で地下水位や間隙水圧の変化がしばしば

観測される。また，震源域の近傍では数か月から数年間以上に及ぶ異常湧水が認められることがある。こ

のような地震に伴って生じる湧水のメカニズムについては，地震の発生（断層運動）に伴う静的な地殻応

力（地殻ひずみ）の変化のほか，地震波の通過や断層の変位に伴う透水性の変化が指摘されており，特

に後者によって生じた場合の湧水の起源としては，周辺の山体における地下水の解放や地下深部を起

源とする流体の上昇等が指摘されている（例えば，Manga and Wang, 20155)）。 

JAEA-Research 2019-006

- 26 -



JAEA-Research 2019-006 
 

- 27 - 

数年以上にわたる多量の湧水のように，地震活動に伴って地下水理場の顕著な変化が認められた国
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19767)；奥澤・塚原, 20018)）。このうち第四紀火山である皆神山付近を中心として生じた松代群発地震で
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において，ファーリモートリファレンス方式の MT 観測を行った。ここでは，およそ北西－南東方向の測線

上に，1～9 km 程度の間隔で合計 16 点の観測点を配置した（図 3.2.1-1）。測定には Phoenix Geophysics
社製 MTU-5 システムを使用し，磁場 3 成分及び電場 2 成分の時系列を測定した。また，対象地域のノイ

ズ環境を考慮して，測定時間は夜間を含む 15 時間とし，各測点で 3 晩以上の測定を行うとともに，リモー
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処理の結果，各観測点においてノイズ除去の効果が認められ，周波数 320～0.0092 Hz の信頼性の高い

インピーダンスを得ることができた。比抵抗構造の解析では Ogawa and Uchida（1996）15) のアルゴリズム

を用いた二次元インバージョンを行い，深さ 10 km までの二次元比抵抗構造を推定した。ここで，観測周

波数ごとに phase tensor（Caldwell et al., 200419)）を推定した結果，主として N60°E-S60°W の方向に比抵

抗構造が卓越すると考えられることから，各観測点におけるインピーダンスを N60°E-S60°W の方向に回

転させた上でインバージョンを行った。 
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3.2 長期予測・影響評価モデルの開発 

3.2.1 稀頻度自然現象による地質環境への影響の評価技術 

(1) はじめに 

2011 年 3 月 11 日に発生した東北沖地震及び福島第一原子力発電所の事故は，数百年から数千年を
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取り巻く状況は大きく変化した。このような背景のもとで示された「高レベル放射性廃棄物の処分につい
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東北沖地震は，1,000 年に 1 回程度の頻度で発生する海溝型巨大地震であると考えられるが，これに

伴って内陸地震が活発化した地域や 1 m 以上の沈降を生じた地域も現れた。また，地殻応力場・ひずみ

場の変化によって地下水位の変化が観測されるとともに，東北沖地震の一か月後に発生した福島県浜

通り地震に伴う異常湧水は数年間継続している。このような東北沖地震後の観測等によって得られつつ

ある科学的知見も踏まえて取りまとめられた「最新の科学的知見に基づく地層処分技術の再評価」（総合

資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 原子力小委員会 地層処分技術ワーキンググループ, 
20142)）では，今後の地層処分事業の取り組みと並行して進めるべき研究開発の一つとして，東北沖地

震後に誘発された地震や湧水（例えば，2011 年 4 月 11 日の福島県浜通り地震）に関する調査事例の蓄

積の必要性が示されている。 

地層処分システムにおける閉じ込め機能の喪失につながる事象の一つとして，「断層のずれに伴う透

水性の増加」による水理場や化学場の変動が指摘されているが（総合資源エネルギー調査会 電力・ガ

ス事業分科会 原子力小委員会 地層処分技術ワーキンググループ, 20142)），長期間の湧水といった事

象の発生の可能性や，その発生を加味した安全評価を適切に行うためには，流入する可能性のある流

体の賦存の有無をあらかじめ把握しておくことも重要であると考えられる。しかしながら，これまでに観測

された顕著な湧水に対して，その供給源となった流体の賦存域が物理探査等によって確認された事例

はない。そこで平成 30 年度は，地下深部から上昇した流体の流入が，地震活動に伴って生じた長期間

の湧出に関与しているとも指摘されている松代群発地震の活動域を事例として，MT 法により地下深部の

二次元比抵抗構造を推定し，湧水の供給源となった可能性のある流体賦存域の有無について検討し

た。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

1946 年南海地震（川辺, 19913)）や 1995 年兵庫県南部地震（佐藤・高橋, 19974)）等，比較的規模の大

きい地震が発生した際には，その震源域を含む広域的な範囲で地下水位や間隙水圧の変化がしばしば

観測される。また，震源域の近傍では数か月から数年間以上に及ぶ異常湧水が認められることがある。こ

のような地震に伴って生じる湧水のメカニズムについては，地震の発生（断層運動）に伴う静的な地殻応

力（地殻ひずみ）の変化のほか，地震波の通過や断層の変位に伴う透水性の変化が指摘されており，特

に後者によって生じた場合の湧水の起源としては，周辺の山体における地下水の解放や地下深部を起

源とする流体の上昇等が指摘されている（例えば，Manga and Wang, 20155)）。 
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インバージョンによって得られた二次元比抵抗構造を図 3.2.1-2 に示す。これによると，第四紀火山で

ある皆神山直下の深さ 2 km 以深において顕著な低比抵抗体が認められる。この低比抵抗体は，皆神山

直下からその北西側の領域において，深さ 10 km まで連続するようにイメージされる。また，この低比抵

抗体は，湧水が顕著に認められた領域に向かって地下深部から連続し，その近傍の地表で湧出するガ

スの 3He/4He 比は大気の 6.5 倍を示すと報告されている（Nagao et al., 198020)）。このことから，この低比抵

抗体はマントルを起源とする流体の存在を示唆すると考えられる。 

群発地震の活動に伴って新たに生じた湧水は，その後の群発地震活動の終息とともに自然消滅し，ま

た排水設備が整えられたこともあり，2000 年代に入っても湧出が継続している地点は当時と比べて極め

て少ないが，これらは皆神山の近傍に推定された松代地震断層（Tsuneishi and Nakamura, 197010)）の直

上及びその周辺に多く点在している（奥澤・塚原, 20018)）。このことは，この地震断層が湧水の主な流入

経路として関与した可能性を示唆する。また，これらの溶存イオン濃度の時間変化を調査した結果（奥

澤・塚原, 20018)）によると，群発地震に伴って最大約 1.9 トン/分の湧出が確認された温泉の Cl-濃度は，

活動が続いていた 1966 年に約 1,500 mg/L から約 5,500 mg/L へ急増した後に大きな変化はない。これら

のことは，群発地震活動の終了後も継続する湧水の供給源や流入経路は，活動当時のそれと同様であ

る可能性を示唆する。 

以上の結果は，松代群発地震に伴って生じた顕著な湧水には，皆神山下の上部地殻以深に賦存す

るマントル起源の流体の上昇が関与したことを示唆する。このことは，将来の地震活動に伴って異常湧水

が生じる可能性を検討する場合に，現在の流体賦存域の有無や分布が指標の一つとなり得る可能性を

示唆すると考えられる。 

(4) 主な成果と課題 

本研究では，地震活動に伴って長期間の湧水が認められた松代群発地震を事例として，MT 法電磁

探査による二次元比抵抗構造の推定を行い，湧水域下の上部地殻にマントルを起源とする流体が賦存

することを示した。湧水が生じ始めた当時の流体賦存域の分布を推定することは困難であるが，群発地

震の活動に伴って湧出した水及びガスに関する地球化学的情報を総合すると，地震活動に伴って生じ

た長期間の湧水には，上部地殻あるいはそれ以深に賦存する流体の上昇が関与したと考えられる。今

後は，他地域における事例についても情報を収集し，地震活動に伴って異常湧水が生じる可能性を検

討する上で，地下深部の流体賦存域の存在が指標となり得る可能性について検討を進める。 
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図 3.2.1-1 MT 法観測点位置図 

 

 

図 3.2.1-2 二次元比抵抗解析結果 
赤三角は第四紀火山を示す。黒丸は通常地震（2005 年 1 月～2017 年 11 月）を，赤丸は群発地震

（1965 年 10 月～1967 年 11 月）を示す。 
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3.2.2 時間スケールに応じた地圏環境変動の予測技術 

(1) はじめに 

地質環境の長期的な変化の評価においては，測地学的時間スケールより長い期間での地殻変動の

傾向・速度の評価が必要となる。長期間の地殻変動の傾向・速度について，陸域では，地形・地質（例え

ば，海成段丘や高海面期の堆積物）の高度分布に基づいて評価する手法が構築されており，地質環境

の長期安定性委員会（2011）1)により日本列島の十万年間の隆起量マップが提示されている。一方で，海

域，特に氷期に広く陸化する浅海底（大陸棚）で生じる長期的な地殻変動の傾向・速度を直接評価する

手法については，地層の累重様式に着目した手法が岡村（1990）2)により示されているが，浅海底地形に

基づく手法は未構築であり，技術開発課題となっている（例えば，産業技術総合研究所ほか, 20173)；産

業技術総合研究所ほか, 20184)）。この課題の解決のためには，浅海底において地殻変動の指標となる

地形の分布やその特徴を読み取ることが必要となる。そこで，本研究では，浅海底地形の中でも特に日

本列島の海域に広く分布する海底段丘に着目し，その判読技術の高度化を行うとともに，海底段丘と大

陸棚外縁の分布特性の把握に基づく地殻変動の評価手法について検討した。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

我が国における沿岸部の陸域では，海成段丘の成因理解に基づき，過去一万から数十万年間の地

殻変動の傾向やその量が空間的に示されている（例えば，小池・町田, 20015)）。その一方で，沿岸海域

では，地形・地層の成因の検討，特に氷河性海面変動と地殻変動の地形への表れ方についての検討が

総括的に進んでいないため，過去一万から数十万年間の地殻変動の傾向やその量を空間的に把握す

ることが陸域に比べて困難な場合が多い。 

近年，海底地形デジタルデータ（日本水路協会 M7000 シリーズ）から作成した海底地形アナグリフ（余

色立体図）を用いることで，日本列島の海底地形を同一の基準で実体視判読することが可能となった（例

えば，後藤, 20136)；後藤, 20147)）。こうした状況を受けて産業技術総合研究所ほか（20173), 20184)）では，

海底地形アナグリフを利用した地形判読から，日本列島の大陸棚外縁の深度には地域差があること，大

陸棚外縁付近に複数の明瞭な傾斜変換線が存在する海域が存在すること，海成段丘と形態的に似た海

底段丘が海域に広く分布し，その発達度合いや分布深度には地域差があること等が報告されている。 

(3) 実施内容・結果 

本研究では，日本列島の海域における長期的な隆起・沈降を評価する技術の構築に向けて，産業技

術総合研究所ほか（20173), 20184)）において報告された海底段丘を対象とした判読技術の高度化を行う

とともに，浅海底地形と海成段丘の高度分布の比較から沿岸部海域の地殻変動の評価手法について検

討した。 

1) 数値地形解析に基づく浅海底地形判読 

浅海底地形判読の信頼性向上を目的として，深度・面積分布図を用いた数値地形解析に基づく地形

判読手法について検討した。使用した数値地形モデルは，日本水路協会が作成した海底地形デジタル

データ（M7000 シリーズ）を後藤（20136), 20147)）に記された手法にならって 90 m メッシュのラスタデータ

に変換したものである。 
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図 3.2.2-1 に深度・面積分布と地形断面との関係を模式的に示す。深度・面積分布に見られるピークは，

その深度に平坦面ないしは緩傾斜な斜面が存在することを表し，谷はその深度の面積が狭い，すなわち

急斜面が存在することを表す。つまり，深度・面積分布におけるピークの立ち上がり深度は海底段丘の後

面段丘崖基部に，またピークが見られなくなる上限深度が大陸棚外縁にそれぞれ相当するとみなせる。 

数値地形解析に基づく判読結果と海底地形アナグリフ判読の結果（産業技術総合研究所ほか, 
20173)；産業技術総合研究所ほか, 20184)）とを比較すると，数値地形解析から新たに海底段丘を判読す

ることができた場と数値地形解析のみでは海底段丘を判読することが困難であった場が存在した。大ま

かに言えば，前者に相当する場は，傾斜 1°未満の斜面であり，後者に相当する場は，①一本の測線で

地形断面を代表させられる解析領域（矩形）を設定できない，つまり複雑な地形形状をとる場や，②深

度・面積変化が相対的に小さいため，深度方向の面積変化のピークがはっきりしない，例えば傾斜数°以
上の斜面に複数段の海底段丘が分布するような場であった。そのため，傾斜 1°未満の斜面が広がる浅

海底地形における海底段丘判読では，アナグリフ画像判読に数値地形解析を組み合わせた手法の適

用が望ましいと考えられた。そのような場の事例を図 3.2.2-2 に示す。 

2) 海成段丘と浅海底地形の分布高度の比較 

沿岸部海域の地殻変動の評価手法の検討では，陸域の過去 12 万年間の地殻変動を示す Marine 
Isotope Stage（MIS）5e 海成段丘と浅海底地形を投影断面図上に示し，両者の高度分布パターンの比較

を行った。図 3.2.2-3 に房総沖の事例を示す。ひと続きの海底段丘面，大陸棚外縁，遷急線が同時代に

形成された地形であると仮定した時に，投影断面図から読み取れた結果の要点は，以下の通りである。 

・海成段丘の高度と海底段丘群や大陸棚外縁の深度変化の傾向が調和的に見える区間がある。このこ

とは，海底段丘の深度分布の中に地殻変動を反映したものが含まれていることを示していると考えられ

る。 

・大陸棚外縁については，海岸線の一般方向にほぼ一定深度のものと，深度変化が大きくノコギリ状の

深度分布を呈するものがある。後者は，開析前線が大陸棚外縁に及んでいるためと考えられる。 

(4) 主な成果と課題 

本研究により，傾斜 1°未満の斜面が広がる海域での海底段丘の判読においては，数値地形モデルの

深度・面積分布のパターンに基づく判読手法が有効であることが示された。さらに浅海底地形と過去約

12 万年間の地殻変動を表す MIS 5e の海成段丘の高度分布を比較することで，大陸棚外縁や海底段丘

の深度分布の中には海域の地域的な地殻変動を反映したものが含まれている可能性があることがわか

った。このことから，海域における地殻変動様式の把握において，大陸棚外縁や海底段丘の形成史の理

解が重要であるとの見通しを得た。今後は，海底段丘や大陸棚外縁の形成史を音波探査記録等から検

討する予定である。 
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図 3.2.2-1 深度・面積分布と地形断面との関係 
 

 
図 3.2.2-2 浅海底の数値地形解析の例（石狩湾） 

傾斜区分図上の平坦面は，佐藤・茂木（1982）8)に示された大陸棚の平坦面分布図に基づいている。

深度・面積分布図は，解析領域内の深度 0～300 m のものを示している。石狩湾では，深度・面積分布

図を用いることで海底地形アナグリフにより判読されなかった海底段丘面を認識することができる。 
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図 3.2.2-3 投影断面図上における海成段丘と浅海底地形の分布例（房総沖） 

MIS 5e 海成段丘の段丘面及び旧汀線の分布は，小池・町田（2001）5)のデータに基づく。 
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3.3 年代測定技術の開発 

3.3.1 ウラン系列放射年代測定法の実用化 

(1) はじめに 

地層処分における将来の地質環境の予測・評価は，過去から現在までの変動傾向から将来を外挿す

ることが基本となる。そのために必要となる過去の地質環境の変遷を解読するためには，隆起・侵食や地

震活動・断層運動及び火山・火成活動等の自然現象に時間軸を与える放射年代測定法による編年技術

の整備が不可欠である。また，概要調査や精密調査の段階でこれらの編年技術を有効なものとするには，

様々な地質環境を想定して普遍的に存在する試料に対応でき，かつ広範な年代範囲で測定可能な技

術の整備が必要である。 

ウランは微量元素であるものの岩石中に一般的に存在する元素であり，年代測定に応用できる対象範

囲が広いことから，ウラン系列の放射年代測定は地球惑星科学の諸分野において広く用いられている。

ウラン-238（238U）及びウラン-235（235U）の壊変を利用するウラン・鉛（U-Pb）法は，数十万年前から数十億

年前までの地質試料の年代決定に特に有効である。また，ウラン-234（234U）とトリウム-230（230Th）の放射

非平衡を利用したウラン・トリウム（U-Th）法では，数千年前からおよそ 50 万年前までの比較的若い年代

に対応した年代学的な評価が可能である。本研究では，特に過去 10 万年前後の断層の活動性の評価

や地下水の流動経路の変遷を把握するために有効な，長い半減期を持つウラン系列の年代測定技術

開発を実施している。分析対象試料としては，火成岩に含まれるジルコンをはじめとして断層岩や岩石の

透水性割れ目を普遍的に充填する炭酸塩鉱物（ここでは，カルシウム炭酸塩を指す）を想定し，レーザ

ーアブレーション付き誘導結合プラズマ（LA-ICP：Laser Ablation-Inductively Coupled Plasma）質量分析

装置を用いて，元素の二次元分布の取得（元素・同位体イメージング）や鉱物ごとの局所分析法による年

代測定を行う。 

本研究では，平成 29 年度までに，LA-ICP 質量分析法によるジルコンの U-Pb 年代測定技術を整備し

た。さらに，炭酸塩鉱物の U-Pb 年代測定技術の開発を進めるため，分析値校正に必要不可欠な標準試

料の選定，開発及び分析技術の精度評価として，生息年代が既知の炭酸塩質な示準化石試料の分析

を行った。その結果，示準化石（ウミツボミ（Pentremites）：推定年代範囲：約 339～318 Ma，Galloway and 
Kaska, 19571)；Fabian, 19872)；Fossilworks, 20183)）の U-Pb 年代測定から得られる年代値と化石試料の生

息年代が良い一致を示し，局所分析法による炭酸塩鉱物の年代測定が可能であることを示した

（Yokoyama et al., 20184)）。平成 30 年度は，年代測定の精度評価を引き続き実施し，本手法が適用でき

る年代範囲の確認を行った。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

炭酸塩鉱物は，結晶成長の段階で取り込む鉱物周辺の不純物の濃度等に応答して累帯構造を呈す

ることが多く，地下環境下での形成・発達史をより正確に解読して過去の炭酸塩鉱物の生成環境を再現

するためには，空間分解能の高い（数 µm から数百 µm）分析技術を構築する必要がある。このような空間

分解能の高い分析技術の構築は，炭酸塩鉱物に留まらず，近年の古環境指標物質（特にジルコン等の

鉱物分析）の年代測定技術開発の傾向でもある。 

分析装置の技術的な革新に伴い，元素・同位体分析の感度や精度が向上したことにより，炭酸塩鉱物

の年代測定手法の整備も国内外で急速に進みつつある。特に，レーザーアブレーション装置を試料導
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入に採用した局所分析法による U-Pb 法による年代測定は，世界的にも技術の開発・整備の動向が見ら

れる（Roberts and Walker, 20165)；Roberts et al., 20176)；Beaudoin et al., 20187)；Yokoyama et al., 20184)）。

U-Pb 年代測定は，火成岩起源の重鉱物（ジルコン，モナザイト，アパタイト等）について多くの研究例が

あり，汎用性が高く，手法が確立している。U-Pb 年代測定手法の炭酸塩鉱物への応用は，標準試料の

欠如や試料の適用性の低さ（ウラン濃度が低く，初生的に含む鉛の量が多い）から，未だ研究例が少な

いが，その適用性が確認されつつある。 

(3) 実施内容・結果 

本研究では，炭酸塩鉱物の年代測定手法を整備し，その分析技術の精度を評価するため，複数の生

息年代が既知でかつ生息年代の異なる示準化石試料を分析の対象とした。示準化石試料として，小笠

原諸島母島御幸之浜から産出する大型有孔虫（貨幣石）Nummulites boninensis（生息年代：古第三紀中

期 44～40 Ma，Kaneoka et al., 19708)；海野ほか, 20099)；Ishizuka et al., 200610)）及びスペイン リェイダか

ら産出する六放サンゴ Placosmilia vidali（生息年代：白亜紀後期 86～85 Ma，Pomar et al., 200511)）を選

出した（図 3.3.1-1）。 

本研究の U-Pb 同位体分析手法には，LA-ICP 質量分析法を採用した。分析装置は，東濃地科学セン

ターに設置されたレーザーアブレーション装置（Photon Machines 社製 Analyte G2）及び誘導結合プラ

ズマ質量分析装置（Agilent Technologies 社製 7700x；Thermo Fisher Scientific 社製 NEPTUNE-Plus）
を使用した。炭酸塩鉱物の中でも，安定相であるカルサイトは，U の分配係数が小さく，一般に U 濃度が

低いため（Jahn and Cuvellier, 199412)），U-Pb 年代測定において分析対象とする U 及びその放射壊変に

より生じる Pb（鉛-206（206Pb）及び鉛-207（207Pb））の濃度が低い。そのため，高精度な年代測定を実施す

るためには，LA-ICP 質量分析法による元素・同位体イメージングにより，事前に試料中の U 濃度が高い

（あるいは，放射壊変起源 Pb が非放射壊変起源 Pb に比べて多い）適正部位を把握することが重要であ

る（Yokoyama et al., 20184)）。また，LA-ICP 質量分析法による U-Pb 年代測定では，一般に，同位体分析

における元素分別効果を補正するために，主成分（マトリックス）の一致した標準試料を準備する必要が

ある。 

本研究では，Nummulites boninensis 及び Placosmilia vidali の元素・同位体イメージングを実施し，年

代測定の適正部位を確認した上で，U-Pb 年代測定を実施した。また，標準試料には，その適正が確認

されている WC-1（米国南西部 Delaware 盆地・上部ペルム系・炭酸塩岩脈から採取された U-Pb 年代

=254.4±0.8 Ma の試料；Roberts et al., 20176)）を採用して，同位体分析を行った。WC-1 を用いた分析値

の U/Pb 比の補正法については，Roberts et al. （2017）6)に従った。誤差の表記については，特に断りの

ない限り 1σ で表記する。 

Nummulites boninensis 及び Placosmilia vidali の U-Pb 年代測定に先駆け，事前に試料の U 及び Pb
の濃度分布を把握し，年代測定に適した部位を選定することを目的として，LA-ICP 質量分析法による，

元素・同位体イメージングを実施した。イメージング分析結果を図 3.3.1-1 及び図 3.3.1-2 に示す。 

図3.3.1-2において，Nummulites boninensis試料の縁辺部及び中心部を除く部分で，238Uの濃度が比

較的高い領域が確認される。また，縁辺部及び内部の一部領域で Pb 濃度が顕著に高い部位が認めら

れる。試料の縁辺部にトリウム-232（232Th）の高濃度な領域が確認されるが，これは試料表面に吸着した

有機物や砕屑物由来のものと考えられる。一方で，縁辺部以外は 232Th の濃度が低いことから，有機物

や砕屑物の混入はほとんどなく，縁辺部以外の鉛-208（208Pb）のほぼ全てが非放射壊変起源のPbとみな

せる。したがって，図 3.3.1-2 中の 206Pb/208Pb 比の図は放射壊変起源の Pb の相対的な濃度分布を示し
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ていると解釈できる。206Pb は 238U の子孫核種であるため，試料が U-Pb 同位体系に対して閉鎖系を保持

していた場合，238U の高濃度領域では，206Pb も非放射壊変起源の 208Pb に比べ高濃度になっていること

が期待される。しかしながら，238U の相対的な高濃度領域が認められるにも関わらず，206Pb/208Pb 比の濃

淡は明瞭ではない。このことは，放射壊変起源の Pb が非放射壊変起源の Pb に比べて少なく（U 濃度が

低い，もしくは初生 Pb を多量に含む），放射壊変の寄与を捉えにくい試料であることを示唆している。

Nummulites boninensis については，比較的 238U の濃度が高い領域（図 3.3.1-2 中の白枠内）を U-Pb 年

代測定の適正部位とした。 

図 3.3.1-3 において，Nummulites boninensis と同様に，Placosmilia vidali 試料の縁辺部に 232Th の高

濃度な領域が確認されるが，これは試料表面に吸着した有機物や砕屑物由来のものと考えられる。一方

で，縁辺部以外は 232Th の濃度が低いことから，有機物や砕屑物の混入はほとんどなく，縁辺部以外の
208Pb のほぼ全てが非放射壊変起源の Pb とみなせる。したがって，図 3.3.1-3 中の 206Pb/208Pb 比の図も

放射壊変起源の Pb の相対的な濃度分布を示している。図 3.3.1-3 において，206Pb/208Pb 比の濃淡は明

瞭ではないが，238U の高濃度領域にわずかながら他の領域よりも 206Pb/208Pb 比が高い領域が確認される。

すなわち，放射壊変起源の 206Pb を捉えていると考えられるため，Placosmilia vidali については，
206Pb/208Pb 比が高い領域（図 3.3.1-3 中の白枠内）を U-Pb 年代測定の適正部位として評価した。 

元素・同位体イメージング結果より評価した Nummulites boninensis 及び Placosmilia vidali それぞれの

適正部位について，LA-ICP 質量分析法による U-Pb 同位体分析を行い，年代値を取得した。

Nummulites boninensis 及び Placosmilia vidali の分析結果の Tera-Wasserburg コンコーディア図をそれぞ

れ図 3.3.1-4 及び図 3.3.1-5 に示す。本研究での U-Pb 同位体分析では，Pb 同位体比及び U/Pb 比の分

析値の補正のため，SRM NIST614（Pb 同位体組成：Baker et al., 200413)；U 同位体組成：Duffin et al., 
201314)）及び WC-1（U-Pb 年代値及び初生 Pb 同位体組成：Roberts et al., 20176)）を使用した。 

通常，コンコーディア図は，初生 Pb（鉱物形成時に取り込まれる Pb）をほとんど含有しないジルコン等

の U-Pb 年代測定で利用される。初生 Pb を含まない試料の場合，コンコーディア図上で分析値がコンコ

ーディア（年代一致線）から外れ，直線上に並ぶ時，この直線はディスコーディア（年代不一致線）と呼ば
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(4) 主な成果と課題 

平成 30 年度は，平成 29 年度までに整備した LA-ICP 質量分析法による炭酸塩鉱物の年代測定技術

を用いて，生息年代の異なる二つの炭酸塩質な化石試料の年代測定を行い，年代測定の精度評価と適

用できる年代範囲の検証を行った。U-Pb 年代測定の結果，貨幣石（Nummulites boninensis）及び六放

サンゴ（Placosmilia vidali）はそれぞれの生息年代と良い一致を示した。平成 29 年度に年代測定を実施

した化石試料（ウミツボミ（Pentremites）：化石年代 約 339～318 Ma）を含めて 3 例の年代測定結果から，

本手法による年代測定の精度は±10 %以下であると評価できる。また，現段階で適用できる年代範囲は，

石炭紀（~340 Ma）以前から古第三紀中期（～40 Ma）の試料と判断できる。今後はさらに炭酸塩鉱物の

年代測定に関してデータを蓄積し，分析技術の高度化を図るとともに，断層岩や岩石の透水性割れ目を

充填する炭酸塩鉱物に対して本手法の適用を試みる。 

 
図 3.3.1-1 (a) Nummulites boninensis と(b) Placosmilia vidali の写真 
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図 3.3.1-2 Nummulites boninensis の元素・同位体イメージング図 
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図 3.3.1-3 Placosmilia vidali の元素・同位体イメージング図 
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図 3.3.1-4 Nummulites boninensis の Tera-Wasserburg コンコーディア図 

 

 
図 3.3.1-5 Placosmilia vidali の Tera-Wasserburg コンコーディア図 
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3.3.2 光ルミネッセンス（OSL）年代測定法の実用化 

(1) はじめに 

OSL 年代測定法は，自然放射線の作用により石英や長石等の鉱物内に蓄積されたトラップ電子を，

光の刺激により再結合させた際に生ずる発光の強度を利用した年代測定法である。トラップ電子の蓄積

量は数百度の熱や太陽光に曝されるとリセットされるため，ルミネッセンス年代は試料が加熱や光曝を受

けて以降の時間に相当し，テフラや考古遺物，堆積物の年代測定に利用されている（塚本, 20181)）。東

濃地科学センターでも，OSL 年代測定技術の開発を進めており，段丘堆積物の供給源及び堆積年代の

違いについての測定及び分析を可能としている（石丸ほか, 20192)）。 

近年，OSL 年代測定法の応用として，鉱物中のトラップ電子の蓄積開始時期及び蓄積率が周囲の温

度によって変化することを利用し，試料の熱履歴を推定する OSL 熱年代法も提唱されている（Herman et 
al., 20103)）。この手法は，フィッション・トラック（FT：Fission Track）法やウラン・トリウム・ヘリウム（(U-Th)/He）
法といった既存の熱年代法では測定が困難な，過去数十万年の低温領域（30～100 ℃）の熱履歴の推

定を得意とするため，深度数百メートルの侵食速度の評価に利用できる（Herman et al., 20103)）；King et 
al., 20164)；Herman and King, 20185)）。OSL 熱年代法の適用は，ルミネッセンス信号が数十万年で飽和

するため，露頭試料においては侵食速度の速い地域に制限されており，先行研究のほとんども，東ヒマ

ラヤや南アルプス（ニュージーランド），飛騨山脈といった侵食速度が数 mm/year を超える地域で行われ

ている （Herman and King, 20185)）。しかし，大深度ボーリングコアを用い，ルミネッセンス信号が飽和し

ていない地下深部の試料を利用することで，侵食速度の遅い地域にも適用できる可能性がある。 

本研究では，隆起・侵食速度の評価技術の高度化に資するため，深度数百メートルにおける 10 万年

スケールの侵食史の復元を可能とする OSL 熱年代法の技術開発を進めた。平成 30 年度は，侵食速度

が遅い地域に対する OSL 熱年代法の適用可能性を検討するために，本手法を大深度ボーリングコアに

適用した。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

OSL 熱年代法は，当初，石英 OSL を利用していたが，近年では，長石の赤外光ルミネッセンス

（IRSL：Infrared Stimulated Luminescence）を利用することが多い。IRSL は，広義では OSL に含まれるた

め，これを利用した熱年代法も OSL 熱年代と称する。長石 IRSL の利点として，ルミネッセンス感度や年

代上限が石英 OSL よりも高いことが挙げられる。しかし，長石利用の際には，トンネル効果による非熱的

脱トラップ（フェーディング；Wintle, 19736)）の考慮が必要になる。 

長石を用いた OSL 熱年代法の基本モデルは以下のように記述される： 

 
𝑑𝑑𝑑𝑑�
𝑑𝑑𝑑𝑑 � ������𝑑𝑑� � ��������𝑑𝑑�𝑑𝑑�����𝑑𝑑� � �𝑑𝑑�������𝑑𝑑�𝑑𝑑�����𝑑𝑑������������������������������������������� 

 
𝑑𝑑�  は鉱物内のトラップ電子蓄積率（トラップ電子数/総トラップ数），𝑑𝑑 は時間を表す。時間あたりの 𝑑𝑑�  の

増加量（𝑑𝑑𝑑𝑑� 𝑑𝑑𝑑𝑑⁄ ）は，電子のトラップ量（Trapping）から，熱的脱トラップ量（Thermal detrapping）と非熱的

脱トラップ量（Athermal detrapping）を引くことで表される。さらにこのモデルは，以下の数学的モデルで記

述される（King et al., 20164)；Herman and King, 20185)）： 
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𝑑𝑑𝑑𝑑�
𝑑𝑑𝑑𝑑 � 𝐷𝐷�

𝐷𝐷�
・�� � 𝑑𝑑�� � 𝑠𝑠��・𝑑𝑑�・��� �𝐸𝐸� � 𝐸𝐸�

𝑘𝑘𝑘𝑘 � � 𝑠𝑠���・𝑑𝑑�・��� ��′
��

�
・r′�                                  ��� 
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ルミネッセンス測定で物理パラメータを決定することで，温度条件におけるトラップ電子の蓄積率を計算

でき，この関係を利用し，熱履歴を推定する。 

近年には，より詳細な熱履歴推定を可能にする multi-OSL 熱年代法が開発されている（King et al., 
20164)）。この手法は，段階的に補助温度を上げて，連続して IRSL を測定する Multiple Elevated 
Temperature（MET）法（Li and Li, 20117)）を利用している。補助温度によって IRSL の熱安定性は異なる

ため，MET 法を用いることで，1 試料から複数の閉鎖温度を設定できる。そのため，multi-OSL 熱年代法

は過去 10 万～20 万年の低温領域（< 75 ℃）の熱履歴をより詳細に推定できる。 

(3) 実施内容・結果 

平成 30 年度は，侵食速度が遅いことが予想される東濃地域において掘削されたボーリングコア（孔

名：MIZ-1；魚住ほか, 20058)）を用いて，OSL 熱年代法の適用性を検討した。アパタイトフィッション・トラッ

ク法で推定された約40 Ma以降の侵食速度（< 0.16 mm/year；Yuguchi et al., 20179)）や，河成段丘から求

められた MIS 6 から MIS 2 の隆起速度（0.11～0.16 mm/year；田力ほか, 201110)）から，東濃地域の侵食

速度は 0.1 mm/year 程度またはそれ以下と予想される。MIZ-1 コアは主に山陽帯の土岐花崗岩体で構

成される（湯口ほか, 201011)）。MIZ-1 コアの総掘削長は 1,300 mabh（meter along borehole）であり，OSL
熱年代用試料は 159，449 及び 751 mabh 地点から採取した。 

OSL 測定用のカリウム長石を抽出するため，以下の手順で岩石試料を処理した。光曝によるルミネッ

センスの減衰を防ぐため，全ての作業は赤色灯下で行った。露光している表面部分（厚さ約 1.5 cm）を岩

石カッターで切りとり，乳鉢と乳棒を使い，内部の試料を粉砕した。篩を用いて粒径を 180～250 μm に選

別後，10 %塩酸で炭酸塩，35 %過酸化水素で有機物を除去した。ポリタングステン酸ナトリウム水溶液を

用いて重液分離を行い，密度が 2.58 g/cm3 未満の試料を抽出した。最後に，ネオジム磁石で磁性鉱物

を分離した。 

OSL の測定には，スイス・ローザンヌ大学所有の β 線源（90Sr/90Y：2.96 GBq：0.226 Gy/s）を搭載した

TL/OSL reader（Riso 製 TL/OSL-DA-20；Bøtter-Jensen et al., 201012)）を利用した。加熱率は 5 ℃/s に

設定した。補助温度は，50，100，150 及び 225 ℃に設定した。200 ℃以上の測定は窒素（N2）雰囲気下

で，それ以外の測定は大気雰囲気下で行った。発光の検出には，光電子増倍管（EMI9235QA）を用い

た。また，検出波長を紫－青色に制限するために光学フィルターBG3 と BG39（いずれも Schott 社製）の

組み合わせを利用した。 

OSL 測定では，放射線反応曲線測定，等温減衰測定及びフェーディング測定を行い，電子のトラップ

率，熱的脱トラップ及び非熱的脱トラップの物理パラメータを決定した。数値解析ソフトウェアの MATLAB
を用いて，無作為に温度パスを引き，求めた物理パラメータを基に，温度パスに対応する電子トラップの

成長曲線を引くことで，熱履歴を推定した。また，試料の蓄積トラップ電子量（等価線量）に到達する成長

曲線のみを抽出することで熱履歴の制約を行い，パスの分布から熱履歴の信頼性を確かめた。 
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Multi-OSL 熱年代法の年代適用範囲が 0.2 Ma であること，また温度適用範囲が 75 ℃未満であること

を考慮し，モデリングの条件として，年代の始点を 0.5 Ma，温度の始点を 150 ℃と設定した。温度の終点

は，試料の掘削深度における温度とした（魚住ほか, 20058)）。年間線量は未測定のため，ヒマラヤ山脈の

既往研究例を参考に 4.67 Gy/ka と仮定した。 

OSL 熱年代測定の結果を図 3.3.2-1 に示す。図の色相は，パスの確率密度を表し，暖色系ほど高確率

を示す。赤線はその時間におけるパスの分布の中央値，緑線が 60 %信頼区間，黒線が 90 %信頼区間

の範囲を示す。時間ごとのパスの分布の中央値（赤線），もしくはその周辺を通り，かつパスの確率密度

分布の高い部分（色相が暖色系の部分）が信頼性の高い熱履歴を表す。全ての試料で，確率密度分布

は過去数十万年間，温度が変化しないという結果を示した。全パスの中央値を考慮しても，およそ 20 万

年前以降の温度変化は数度以内に収まっていると考えられる。しかし，中央値は試料の飽和線量やパス

の始点温度の影響を受けていると考えられ，実際には確率密度分布が示すように，より長期間にわたっ

て温度が安定していた可能性がある。この結果は，本地域で報告されている 10 万年スケールの隆起速

度（田力ほか, 201110)）や，1,000 万年スケールの侵食速度（Yuguchi et al., 20179)）とも矛盾しない。より精

度の高い熱履歴の推定のためには，物理パラメータやモデリング条件の再検討が今後の課題として挙げ

られる。 

(4) 主な成果と課題 

本研究により，大深度ボーリングコアを用いることで，侵食速度が遅い地域にも OSL 熱年代法を適用

できる可能性を示した。本手法は，既存の手法では推定が困難な，数十万年前より若い時代の低温領

域の熱履歴を推定できる方法として有効であると考えられる。 

今後は，熱履歴推定の精度を高めるために，既知の熱履歴情報や気候変動による温度変化，試料の

飽和線量等を考慮し，最適なモデリング条件の設定法やモデリング結果の解析法を整備する。また，先

行研究で報告されていない侵食速度が中程度（0.5 mm/year 前後）の地域に対する OSL 熱年代法の適

用可能性を検討する。 
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図 3.3.2-1 (a)159 mabh，(b)449 mabh および(c)751 mabh 地点の熱履歴 
図の色相は，パスの確率密度（PDF）を表し，暖色系ほど高確率を示す。赤線はその時間におけるパ

スの分布の中央値，緑線が 60 %信頼区間，黒線が 90 %信頼区間の範囲を示す。 
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3.3.3 アルミニウム-26（26Al）年代測定法，塩素-36（36Cl）年代測定法の実用化 

(1) はじめに 

地震活動・断層運動，火山・火成活動，隆起・侵食等に係る過去の活動履歴を把握する方法の一つと

して，様々な地質試料に含まれる長半減期放射性核種を用いた放射年代測定がある。東濃地科学セン

ターでは，過去数十万年を対象とした年代測定の重要性が増すこと想定し，ベリリウム-10（10Be），14C，
26Al，36Cl，129I 等の複数の長半減期放射性核種の年代測定が可能となるタンデム型加速器質量分析計

（ペレトロン年代測定装置）を導入し，平成 9 年から整備を開始した。 

施設整備後，過去 5 万年程度までの年代が推定でき，需要が最も多い 14C 測定を開始し（Xu et al., 
20001)），種々の地質学研究，例えば，段丘の形成年代や断層の活動履歴の推定に関する研究（及川ほ

か, 20082)；丹羽ほか, 20093)；丹羽ほか, 20104)等）に利用されている。このほか，これまでは原子力機構

が進める環境科学研究（Nakanishi et al., 20145)；Nakanishi et al., 20126)；竹内ほか, 20147)），さらには原

子力機構の施設供用制度等を通して様々な調査・研究に貢献している（Okuno et al., 20138)；奥野ほか, 
20159)；Mirabueno et al., 201410)；國分ほか, 201411)）。また，実試料の測定に並行して，精確さや測定限

界等のデータの品質の向上も進めている（Saito-Kokubu et al., 201312)；Matsubara et al., 201413)；

Saito-Kokubu et al., 201514)；南ほか, 201515)）。 

第 2 期中期目標期間では，14C 年代より長期の地質環境の予測及び評価に利用可能であり，第四紀

全体を対象とできる 10Be 年代測定の実用化を行った。10Be 年代測定に係る試料調製，ペレトロン年代測

定装置の設定及び調整，データ解析に至る一連の技術の整備に取り組みつつ，標準試料を用いた試

験測定を進めた。その結果，精確な結果が定常的に得られることを確認でき，ルーチン測定に向けた測
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度は 129I 年代測定法の実用化に向けた研究開発を重点的に行い，試料調製及び測定条件の検討，標

準試料を用いた試験測定を行った。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

宇宙線は大気中の元素や地表物質と反応し，各種の放射性核種を生成する。そのような反応で生成

した宇宙線生成核種である 26Al 及び 36Cl を用いた年代測定法は，各々数千～数千万年及び数千～数

百万年の年代測定が可能であり，岩石の露出年代や地下水年代の推定に有用な手法である。第 3 期中

長期目標期間における 26Al 年代測定法の利用目的は，岩石の露出年代等を推定するため，宇宙線に

よって表層の岩石や土壌に含まれる石英中に生成する 26Al の蓄積量を定量し 10Be と組み合わせること
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で，より精度の高い年代推定を可能にすることである。一方，36Cl 年代測定法及び 129I 年代測定法は，こ

れまでに行ってきた 14C 年代測定法と同様に地下水の滞留時間等の推定が可能であり，14C 年代測定法

より古い年代を測定できるため多核種の組み合わせにより精度を上げることが可能となる。 

現在，国内で 26Al 測定及び 36Cl 測定を実施できる施設は，同規模の加速器を有する東京大学タンデ

ム加速器研究施設（MALT：Micro Analysis Laboratory, Tandem Accelerator）（松崎, 200718)；Matsuzaki et 
al., 200719)）及び筑波大学（笹ほか, 201520)）に限られている。また 129I 測定については上記に加え，

JAEA-AMS-MUTSU においても測定が可能であるが，原子力機構内における 129I 測定の需要も高まっ

ていることから，26Al 年代測定，36Cl 年代測定及び 129I 年代測定の実用化を目指す当計画の意義は大き

い。 

(3) 実施内容・結果 

129I 年代測定法の実用化に向けた研究開発として，平成 29 年度は，ノルマルヘキサンを用いたヨウ素

の抽出法等を検討し，10-11 レベルのヨウ素同位体比（129I/127I 比）の標準試料を用いた測定条件の最適

化を実施した。平成 30 年度は，地下水への適用を目指し，地下水と近い 10-13 レベルの同位体比試料に

対してノルマルヘキサンを用いたヨウ素の抽出法の適用性を確認しつつ，装置の最適化も行った。 

ノルマルヘキサンは，これまで一般的に使用されてきた四塩化炭素のような特定化学物質ではないた

め，比較的使用しやすい有機溶剤である。しかし，ノルマルヘキサンの使用は海水等の人為起源の 129I
が混入した試料での適用が主であり，地下水のような低い同位体比を持つ試料への使用例は少なく，そ

の使用による同位体比への影響の有無に関する報告がなかった。そのため，10-13 レベルの同位体比を

持つことがわかっているヨウ化イオン溶存溶液を用いて，ノルマルヘキサンによるヨウ素の抽出において

同位体比に変化があるかを確認した。試料は，同位体比が 10-13 レベルの IonPlus（ヨウ化ナトリウム溶液）

と 10-14 レベルの Woodward iodine（I2 を亜硫酸ナトリウムを用いて超純水に溶解させたもの）を用いた。そ

の結果，IonPlus 及び Woodward iodine ともに抽出操作の有無で，同位体比に差は見られなかった。よっ

て，ノルマルヘキサンによる抽出を含む試料調製法が，同位体比の低い地下水へ適用可能であることが

確認できた。 

また測定に関しては，平成 29 年度に同位体比 10-11 レベルの試料（MUTSU#2-3）を測定することがで

きていたが，バックグラウンドの値が他の機関よりも高く，また不安定であるという問題があった。そのため，

バックグラウンドの低減を図るため，装置の最適化を行った。129I の検出に関する検討を行ったところ，ペ

レトロン年代測定装置は装置の設計上，ヨウ素-127（127I）の電流値を測定する電流計が，127I が通る軌道

よりもわずかに外側に設置されており，電流計に入らない一部の 127I が 129I の軌道に入り込んでいること

がわかった。電流計の設置位置は変更できないため，129I の軌道に 127I が混ざらないように 129I の検出器

より前にあるスリットを絞ることにより対応を行った。その結果，バックグラウンドの値を 10-14 レベルに下げ

ることに成功し，安定した値を得ることができるようになった。この結果，ペレトロン年代測定装置を用いて

低い同位体比の測定が実施可能となった。 

以上により，地下水の 129I 年代測定法を対象とした試料調製法及び 129I/127I 比測定の整備を完了し，

次年度よりルーチン測定を開始する予定である。 

(4) 主な成果と課題 

129I 年代測定法の実用化に向けた研究開発においては，試料調製方法の検討及び測定条件の最適

化への検討等を行い，地下水への 129I 年代測定法の実用化に向けた整備を完了した。今後の課題とし
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て，さらにバックグラウンドの値を低減するように，試料調製法を検討するとともに，地下水以外の試料に

も 129I 年代測定法を適用できるよう検討していく。 

このほか 26Al 年代測定法については，平成 30 年度も引き続き実試料の測定を行うとともに，標準試料

を用いた測定品質の確認により信頼性の高いデータが得られていることがわかった。今後の課題として，

実試料の 26Al 年代測定の実績を増やすとともに，標準試料の測定による信頼性の確認や検出限界の改

善等の測定の高精度化を目指した技術開発及び情報収集を行っていく。36Cl 年代測定法については，

平成 29 年度に引き続き試料調製法の情報収集や装置の仕様の検討を行った。これまでの検討を元に，

実際に標準試料を用いて 36Cl 測定を行う。また，同重体分別技術に関する研究開発も行っていく。また，

これらに並行して，今後も他の宇宙線生成核種等を用いた年代測定法の実用化に向けた試料調製法や

装置構成等の情報収集及び仕様の検討を行っていく。 

 

参考文献 

1) Xu, S., Ito, S., Iwatsuki, T., Abe, M., Watanabe, M., A new AMS facility at the JNC Tono Geoscience 
Center, Japan, Nuclear Instruments and Methods in Physics Research Section B: Beam Interactions 
with Materials and Atoms, vol.172, no.1-4, 2000, pp.8-12. 

2) 及川輝樹, 笹尾英嗣, 星野安治, 長野県梓川上流セバ谷沿いに分布する礫層中から産する材化

石の 14C 年代の再検討, 第四紀研究, vol.47, no.6, 2008, pp.425-431. 

3) 丹羽雄一, 須貝俊彦, 大上隆史, 田力正好, 安江健一, 齋藤龍郎, 藤原 治, 濃尾平野西部の上

部完新統に残された養老断層系の活動による沈降イベント, 第四紀研究, vol.48, no.5, 2009, 
pp.339-349. 

4) 丹羽雄一, 須貝俊彦, 大上隆史, 田力正好, 安江健一, 藤原 治, 相対的海水準の急激な上昇イ

ベントが示唆する養老断層系の完新世活動―濃尾平野西縁におけるボーリングコアの解析から―, 
地学雑誌, vol.119, no.4, 2010, pp.668-682. 

5) Nakanishi, T., Atarashi-Andoh, M., Koarashi, J., Saito-Kokubu, Y., Hirai, K., Seasonal and 
snowmelt-driven changes in the water-extractable organic carbon dynamics in a cool-temperate 
Japanese forest soil, estimated using the bomb-14C tracer, Journal of Environmental Radioactivity, 
vol.128, 2014, pp.27-32. 

6) Nakanishi, T., Atarashi-Andoh, M., Koarashi, J., Saito-Kokubu, Y., Hirai, K., Carbon isotopes of 
water-extractable organic carbon in a depth profile of forest soil imply a dynamic relationship with 
soil carbon, European Journal of Soil Science, vol.63, no.4, 2012, pp.495-500. 

7) 竹内絵里奈, 安藤麻里子, 小嵐 淳, 國分（齋藤）陽子, 西尾智博, 大脇好夫, 眞田勝樹, グラフ

ァイト生成の前処理の違いにおける 14C 測定への影響―サルフィックスと銀板の比較―, 第 16 回

AMS シンポジウム報告集, 2014,  pp.51-55. 

8) Okuno, M., Nakamura, T., Geshi, N., Kimura, K., Saito-Kokubu, Y., Kobayashi, T., AMS radiocarbon 
dating of wood trunks in the pumiceous deposits of the Kikai-Akahoya eruption in Yakushima Island, 
SW Japan, Nuclear Instruments and Methods in Physics Research Section B: Beam Interactions with 

JAEA-Research 2019-006

- 53 -



JAEA-Research 2019-006 
 

- 54 - 

Materials and Atoms, vol.294, 2013, pp. 602-605. 

9) 奥野 充, 長岡信治, 國分（齋藤）陽子, 五島列島，福江島の鬼岳降下スコリア直下の土壌試料の

放射性炭素年代, 月刊地球, vol.37, no.4, 2015, pp.119-121.  

10) Mirabueno, Ma.H.T., Torii, M., Laguerta, E.P., Delos Reyes, P.J., Fujiki, T., Bariso, E.B., Okuno, M., 
Nakamura, T., Danhara, T., Saito-Kokubu, Y., Kobayashi, T., Stratigraphy and AMS radiocarbon dates 
of cored sediments(IrBH-2) from the Irosin Caldera, the Philippines, 地学雑誌, vol.123, no.5, 2014, 
pp.751-760. 

11) 國分陽子, 松原章浩, 石丸恒存, 三宅正恭, 西澤章光, 大脇好夫, 西尾智博, 江門遺跡出土の

果実類及び木片の放射性炭素年代測定, 平成 24 年度土岐市市内遺跡発掘調査報告書, 2014, 
pp.28-30. 

12) Saito-Kokubu, Y., Nishizawa, A., Suzuki, M., Ohwaki, Y., Nishio, T., Matsubara, A., Saito, T., 
Ishimaru, T., Umeda, K., Hanaki, T., Current status of the AMS facility at the Tono Geoscience Center 
of the Japan Atomic Energy Agency, Nuclear Instruments and Methods in Physics Research Section B, 
vol.294, 2013, pp.43-45. 

13) Matsubara, A., Saito-Kokubu, Y., Nishizawa, A., Miyake, M., Ishimaru, T., Umeda, K., Quaternary 
geochronology using Accelerator Mass Spectrometry(AMS)―Current status of the AMS system at 
the TONO Geoscience Center, Geochronology - Methods and Case Studies, InTech, 2014, pp.3-30, 
ISBN 978-953-51-1643-1.  

14) Saito-Kokubu, Y., Matsubara, A., Miyake, M., Nishizawa, A., Ohwaki, Y., Nishio, T., Sanada, K., 
Hanaki, T., Progress on multi-nuclide AMS of JAEA-AMS-TONO, Nuclear Instruments and Methods 
in Physics Research Section B: Beam Interactions with Materials and Atoms, vol.361, 2015, pp.48-53. 

15) 南 雅代, 高橋 浩, 荒巻能史, 國分（齋藤）陽子, 伊藤 茂, 中村俊夫, 水試料の 14C 比較プログラ

ム（RICE-W）―沈殿法の検討― , 名古屋大学加速器質量分析計業績報告書 , vol.26, 2015, 
pp.132-137.  

16) 國分（齋藤）陽子, 松原章浩, 石丸恒存, 花木達美, 西澤章光, 三宅正恭, 大脇好夫, 西尾智博, 
田中孝幸, JAEA-AMS-TONO の現状（平成 24 年度）, 第 15 回 AMS シンポジウム報告集, 2013, pp. 
21-24. 

17) 松原章浩, 西澤章光, 三宅正恭, 國分（齋藤）陽子, 石丸恒存, JAEA-AMS-TONO における 10Be
のルーチン測定に向けた装置の整備, 第 15 回 AMS シンポジウム報告集, 2013, pp.25-28. 

18) 松崎浩之, 加速器質量分析の原理, 真空, vol.50, no.7, 2007, pp.467-474. 

19) Matsuzaki, H., Nakano, C., Tsuchiya-Sunohara, Y., Kato, K., Maejima, Y., Miyairi, Y., Wakasa, S., 
Aze, T., Multi-nuclide AMS performances at MALT, Nuclear Instruments and Methods in Physics 
Research Section B: Beam Interactions with Materials and Atoms, vol.259, no.1, 2007, pp.36-40. 

20) 笹 公和, 高橋 努, 松中哲也, 松村万寿美, 坂口 綾, 佐藤志彦, 本多真紀, 泉 大希, 末木啓

介, 筑波大学 6MV AMS システムの設置状況と将来展望, 第 17 回 AMS シンポジウム報告集, 2015, 
pp.20-23. 

JAEA-Research 2019-006

- 54 -



JAEA-Research 2019-006 
 

- 54 - 

Materials and Atoms, vol.294, 2013, pp. 602-605. 

9) 奥野 充, 長岡信治, 國分（齋藤）陽子, 五島列島，福江島の鬼岳降下スコリア直下の土壌試料の

放射性炭素年代, 月刊地球, vol.37, no.4, 2015, pp.119-121.  

10) Mirabueno, Ma.H.T., Torii, M., Laguerta, E.P., Delos Reyes, P.J., Fujiki, T., Bariso, E.B., Okuno, M., 
Nakamura, T., Danhara, T., Saito-Kokubu, Y., Kobayashi, T., Stratigraphy and AMS radiocarbon dates 
of cored sediments(IrBH-2) from the Irosin Caldera, the Philippines, 地学雑誌, vol.123, no.5, 2014, 
pp.751-760. 

11) 國分陽子, 松原章浩, 石丸恒存, 三宅正恭, 西澤章光, 大脇好夫, 西尾智博, 江門遺跡出土の

果実類及び木片の放射性炭素年代測定, 平成 24 年度土岐市市内遺跡発掘調査報告書, 2014, 
pp.28-30. 

12) Saito-Kokubu, Y., Nishizawa, A., Suzuki, M., Ohwaki, Y., Nishio, T., Matsubara, A., Saito, T., 
Ishimaru, T., Umeda, K., Hanaki, T., Current status of the AMS facility at the Tono Geoscience Center 
of the Japan Atomic Energy Agency, Nuclear Instruments and Methods in Physics Research Section B, 
vol.294, 2013, pp.43-45. 

13) Matsubara, A., Saito-Kokubu, Y., Nishizawa, A., Miyake, M., Ishimaru, T., Umeda, K., Quaternary 
geochronology using Accelerator Mass Spectrometry(AMS)―Current status of the AMS system at 
the TONO Geoscience Center, Geochronology - Methods and Case Studies, InTech, 2014, pp.3-30, 
ISBN 978-953-51-1643-1.  

14) Saito-Kokubu, Y., Matsubara, A., Miyake, M., Nishizawa, A., Ohwaki, Y., Nishio, T., Sanada, K., 
Hanaki, T., Progress on multi-nuclide AMS of JAEA-AMS-TONO, Nuclear Instruments and Methods 
in Physics Research Section B: Beam Interactions with Materials and Atoms, vol.361, 2015, pp.48-53. 

15) 南 雅代, 高橋 浩, 荒巻能史, 國分（齋藤）陽子, 伊藤 茂, 中村俊夫, 水試料の 14C 比較プログラ

ム（RICE-W）―沈殿法の検討― , 名古屋大学加速器質量分析計業績報告書 , vol.26, 2015, 
pp.132-137.  

16) 國分（齋藤）陽子, 松原章浩, 石丸恒存, 花木達美, 西澤章光, 三宅正恭, 大脇好夫, 西尾智博, 
田中孝幸, JAEA-AMS-TONO の現状（平成 24 年度）, 第 15 回 AMS シンポジウム報告集, 2013, pp. 
21-24. 

17) 松原章浩, 西澤章光, 三宅正恭, 國分（齋藤）陽子, 石丸恒存, JAEA-AMS-TONO における 10Be
のルーチン測定に向けた装置の整備, 第 15 回 AMS シンポジウム報告集, 2013, pp.25-28. 

18) 松崎浩之, 加速器質量分析の原理, 真空, vol.50, no.7, 2007, pp.467-474. 

19) Matsuzaki, H., Nakano, C., Tsuchiya-Sunohara, Y., Kato, K., Maejima, Y., Miyairi, Y., Wakasa, S., 
Aze, T., Multi-nuclide AMS performances at MALT, Nuclear Instruments and Methods in Physics 
Research Section B: Beam Interactions with Materials and Atoms, vol.259, no.1, 2007, pp.36-40. 

20) 笹 公和, 高橋 努, 松中哲也, 松村万寿美, 坂口 綾, 佐藤志彦, 本多真紀, 泉 大希, 末木啓

介, 筑波大学 6MV AMS システムの設置状況と将来展望, 第 17 回 AMS シンポジウム報告集, 2015, 
pp.20-23. 

JAEA-Research 2019-006 
 

- 55 - 

3.3.4 希ガス同位体を用いた地下水年代測定法の実用化 

(1) はじめに 

過去から現在までの地下水流動や水質変化のシミュレーション結果等の妥当性を示すためには，地

下水の年代値等のデータを過去数万年から 100 万年程度の期間にわたって得ることが重要である。この

ため，地下水中に溶存するヘリウム-4（4He），ネオン-21（21Ne）及びアルゴン-40（40Ar）を用いた年代測定

技術を開発する。第 3 期中長期目標期間では，これらの地下水に溶存する希ガス元素を用いた年代測

定を行うために，地下水からの希ガス元素の回収技術の開発及びこれらの核種の定量とその際に必要

になる同位体分析の高度化を行うとともに，経年的な変化量を算定する際に問題となる時間変化に比例

しない成分の影響を評価する。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

地下水の滞留年代は，炭酸塩の生成に要した時間や物質供給の速度等に制約を与えることから研究

が進められている。地下における炭酸塩の形成は，花崗岩体や堆積層の中に地下水が浸潤し，地下水

中の二酸化炭素が塩として析出することによる。花崗岩体や堆積層を構成する一部の鉱物，また時には

地下水自体も微量成分としてウランやトリウムを含むが，これらは主としてアルファ崩壊によって 4He を放

出する。放出された 4He は地下水の溶存成分となる。このようにして地下水中に蓄積される 4He を用いた

地下水の涵養年代の測定には，Torgersen （1980）1) 等の例がある。またケイ酸塩鉱物中に放出された

アルファ粒子は酸素-18（18O）と反応して 21Neを生じる。これも微量ではあるが周囲の地下水に溶出し，そ

の測定例として Lippmann et al. （2003）2)がある。東濃地科学センターにおいても森川 （2001）3)が地下

水のヘリウム及びネオン同位体組成を分析しているが，用いられた希ガス質量分析計（Micromass 社製 
VG5400）では，21Ne の変化は測定限界以下であるとされている。また Lippmann et al. （2003）2)や Castro 
and Jambon （1998）4)は，放射起源 40Ar や自発核分裂起源キセノン同位体による変動も報告している。 

地下水の滞留年代の不確かさは，各種の希ガス同位体分析の精度に依存する。近年では，同位体分

析の高精度化を目的として，これまで固体や溶液試料の測定を行う表面電離型質量分析計及び誘導結

合プラズマ質量分析計（ICP-MS：Inductively Coupled Plasma-Mass Spectrometry）で用いられてきたマル

チコレクタ及び高利得高安定増幅器を採用した希ガス質量分析計が登場した（角野, 20155)）。これまで

いくつかの装置が販売されているが，IsotopX 社がシングルコレクタ希ガス質量分析計の一つである

VG5400 希ガス質量分析計をベースにマルチコレクタ化し，併せて高利得高安定増幅器を搭載した

NGX を開発した。この装置は実績のある希ガス質量分析計の設計を踏襲することで全般的な性能を確

保した上で，あえてコレクタ配置を固定とすることで質量分析計の容積を VG5400 に対し半分程度まで縮

小し，試料の利用効率を高めるとともにイオン加速電圧を 8 kV に高めることで，イオン化効率と質量分解

能を高めている（IsotopX, 20126)）。このような特徴を持つことから，東濃地科学センターでは平成 26 年度

に高分解能マルチコレクタ希ガス質量分析計（NGX-004）を導入した。ただし，質量分解能を高めるため

にフライトチューブを延長していることから，通常の装置より容積が増加している。また，NGX-004 と同時

に，その前処理装置（堀口鉄工所製 PEG-035）も導入した。PEG-035 は，3 基のチタンゲッターと通電状

態で動作する 1 基の非蒸発型ゲッター（NEG：Non-Evaporable Getter）ポンプによって高い活性ガス除去

能力を備えている。室温で動作する NEG ポンプにより水素を除去し，極低温冷凍機，ステンレスシーブト

ラップ及び活性炭トラップを用いて，希ガスの分離を行う部分を水素発生源となるチタンゲッターや通電

状態の NEG ポンプから隔離することによって，質量分析計に送り込む試料ガスの純度を高められる。ま

た，極低温冷凍機（Advanced Research Systems 社製 DE-210SF）により冷却される極低温トラップを備え，
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He と Ne を分離できる。 

平成 27 年度は，本装置を用いて Ne 同位体分析の整備を行った。その結果，VG5400 を用いた森川

（2001）3)の報告に比べて 20Ne/22Ne 比，21Ne/22Ne 比とも一桁精度の高い測定値が得られ，地下水を対

象とした Nucleogenic 21Ne の検出に耐える不確かさであることを確認した。また，地下水を採取する際に

用いる試料容器として銅管の両端をクランプで封止するものと Swagelok 社の耐圧サンプリング容器（シン

グルエンドボトル）にバルブを組み合わせたもの（森川, 20013)を参考）を整備した（日本原子力研究開発

機構, 20167)）。 

平成 28 年度は，大気を標準試料として測定することで He 同位体分析の整備を行った。イオン源のス

リット等の調整を行ったことにより，安定した測定結果が得られるようになり，相対標準偏差（RSD：

Relative Standard Deviation）は 10 %以下となった。測定精度は，通常の He 同位体組成の検討を行うに

は十分な三桁程度が得られた。また，平成 27 年度に整備した試料採取容器（銅管及び耐圧サンプリン

グ容器）と模擬地下水として作製した標準水試料を用いて，地下水試料の精製，分離及び測定の手順を

確立した（日本原子力研究開発機構, 20178)）。 

平成 29 年度は，平成 28 年度までに構築した He 及び Ne 同位体比分析手法を天然の地下水試料に

適用することで，本手法の実用性を検証した。その結果，天然試料においても He 同位体比で RSD が

10 %以下に収まる測定結果が得られ，高精度分析ができることを確認できた。また，この検証においては

発泡性のある地下水を扱ったが，試料採取の際，気泡の試料への混入を防ぐ方法として，金属容器（ダ

ブルエンドボトル）を 5 本連結し，試料採取時に湧水を還流させる方法を考案した（日本原子力研究開

発機構, 20189)）。 

(3) 実施内容・結果 

平成 30 年度は，平成 29 年度に考案した発泡性のある地下水の採取方法の有効性の確認を行った。

また，試料採取の簡便化を図るため，連結させる金属容器の数を減らした場合についても検討を行っ

た。 

地下水の採取は，Swagelok 社の 25 mL 耐圧サンプリング容器（ダブルエンドボトル）を用い，その両

端にプラグバルブを取りつけ（図 3.3.4-1），保圧器具によってそれぞれのバルブをつなげることにより，金

属容器を 5 個直列に連結した容器を用いた。採水は，連結した容器を幌延深地層研究センターの研究

坑道に設置し，容器内に湧水を 1 週間環流させた上で行った。また，採水は再現性の確認のため 2 回実

施し，採取された試料の重量及び希ガス同位体比を比較した。1 回目及び 2 回目の試料封入状態の金

属容器の重さの平均値はそれぞれ 335.4±0.3 g，336±1 g であり，いずれも超純水を大気暴露させ気泡な

く封入した標準水の容器（333.7 g）よりも重かった。この結果から，金属容器を 5個連結させた器具を用い

て湧水を環流することにより，気泡を混入させることなく地下水試料を採取できることの再現性が確認でき

た。また，同試料のヘリウム/ネオン比（4He/20Ne 比）をマルチコレクタ型希ガス質量分析装置（IsotopX 社

製 NGX）を用いて測定した結果を表 3.3.4-1 に示す。容器番号は，それぞれ下流側から 1 から 5 とし，
4He/20Ne 比は標準水の値によって規格化したものである。1 回目は容器 1 で，2 回目は容器 5 以外で標

準水とほぼ同じ値となった。このことは，連結の末端部以外の容器で希ガスの同位体変動を抑えて試料

を採取できたことを示唆する。以上の結果から，発泡性のある地下水に対しては，金属容器を 5 個連結さ

せた器具を用いて湧水を環流し，連結の末端部以外の容器に採取した地下水を測定に用いる方法が有

効であることを確認した（産業技術総合研究所ほか, 201910)）。 

また，試料採取の簡便化を図るため，連結させる金属容器を 3 個に減らしたものを 5 組用意し，それぞ

JAEA-Research 2019-006

- 56 -



JAEA-Research 2019-006 
 

- 57 - 

れ異なる地点で採水した。表 3.3.4-2 には試料封入状態にあるそれぞれの金属容器の重さの平均値を示

す。いずれの場合も，容器間で大きな違いは確認できず，金属容器を 3 個に減らすことも可能であると考

えられる（産業技術総合研究所ほか, 201910)）。 

(4) 主な成果と課題 

平成 30 年度は，それまでに考案した発泡性のある地下水の採取方法の有効性及を確認するとともに，

その簡便化の目処を得た。この技術を含め，地下水を対象とした試料採取法及びマルチコレクタ型希ガ

ス質量分析装置を用いた各種の希ガス同位体比の高精度測定を実用化した。これは，経年的な変化量

を算定する際に問題となる時間変化に比例しない成分の影響を評価するために十分な測定精度である。

よって，第 3 期中長期目標期間における所期の目標を達成した。今後は，これらの技術を地下水の滞留

年代の評価に係る研究開発等に活用していく。 

 

 

図 3.3.4-1 耐圧サンプリング容器（ダブルエンドボトル）とプラグバルブ 
 

 

表 3.3.4-1 本手法で採取した地下水試料中の 4He/20Ne 比の規格値 
容器 No. 1 回目 2 回目 

1 2.27 1.03 
2 0.97 0.96 
3 0.97 0.92 
4 0.68 0.88 
5 ※n.d. 7.62 

※装置不具合によりデータなし 
 

 

表 3.3.4-2 金属容器を 3 個連結した場合の試料封入状態の金属容器の重さ 
組 (g) 
A 336.8±0.7 
B 335.0±0.5 
C 333.8±0.9 
D 335.4±0.3 
E 336±1 
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He と Ne を分離できる。 

平成 27 年度は，本装置を用いて Ne 同位体分析の整備を行った。その結果，VG5400 を用いた森川

（2001）3)の報告に比べて 20Ne/22Ne 比，21Ne/22Ne 比とも一桁精度の高い測定値が得られ，地下水を対

象とした Nucleogenic 21Ne の検出に耐える不確かさであることを確認した。また，地下水を採取する際に

用いる試料容器として銅管の両端をクランプで封止するものと Swagelok 社の耐圧サンプリング容器（シン

グルエンドボトル）にバルブを組み合わせたもの（森川, 20013)を参考）を整備した（日本原子力研究開発

機構, 20167)）。 

平成 28 年度は，大気を標準試料として測定することで He 同位体分析の整備を行った。イオン源のス

リット等の調整を行ったことにより，安定した測定結果が得られるようになり，相対標準偏差（RSD：

Relative Standard Deviation）は 10 %以下となった。測定精度は，通常の He 同位体組成の検討を行うに

は十分な三桁程度が得られた。また，平成 27 年度に整備した試料採取容器（銅管及び耐圧サンプリン

グ容器）と模擬地下水として作製した標準水試料を用いて，地下水試料の精製，分離及び測定の手順を

確立した（日本原子力研究開発機構, 20178)）。 

平成 29 年度は，平成 28 年度までに構築した He 及び Ne 同位体比分析手法を天然の地下水試料に

適用することで，本手法の実用性を検証した。その結果，天然試料においても He 同位体比で RSD が

10 %以下に収まる測定結果が得られ，高精度分析ができることを確認できた。また，この検証においては

発泡性のある地下水を扱ったが，試料採取の際，気泡の試料への混入を防ぐ方法として，金属容器（ダ

ブルエンドボトル）を 5 本連結し，試料採取時に湧水を還流させる方法を考案した（日本原子力研究開

発機構, 20189)）。 

(3) 実施内容・結果 

平成 30 年度は，平成 29 年度に考案した発泡性のある地下水の採取方法の有効性の確認を行った。

また，試料採取の簡便化を図るため，連結させる金属容器の数を減らした場合についても検討を行っ

た。 

地下水の採取は，Swagelok 社の 25 mL 耐圧サンプリング容器（ダブルエンドボトル）を用い，その両

端にプラグバルブを取りつけ（図 3.3.4-1），保圧器具によってそれぞれのバルブをつなげることにより，金

属容器を 5 個直列に連結した容器を用いた。採水は，連結した容器を幌延深地層研究センターの研究

坑道に設置し，容器内に湧水を 1 週間環流させた上で行った。また，採水は再現性の確認のため 2 回実

施し，採取された試料の重量及び希ガス同位体比を比較した。1 回目及び 2 回目の試料封入状態の金

属容器の重さの平均値はそれぞれ 335.4±0.3 g，336±1 g であり，いずれも超純水を大気暴露させ気泡な

く封入した標準水の容器（333.7 g）よりも重かった。この結果から，金属容器を 5個連結させた器具を用い

て湧水を環流することにより，気泡を混入させることなく地下水試料を採取できることの再現性が確認でき

た。また，同試料のヘリウム/ネオン比（4He/20Ne 比）をマルチコレクタ型希ガス質量分析装置（IsotopX 社

製 NGX）を用いて測定した結果を表 3.3.4-1 に示す。容器番号は，それぞれ下流側から 1 から 5 とし，
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を採取できたことを示唆する。以上の結果から，発泡性のある地下水に対しては，金属容器を 5 個連結さ

せた器具を用いて湧水を環流し，連結の末端部以外の容器に採取した地下水を測定に用いる方法が有
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その簡便化の目処を得た。この技術を含め，地下水を対象とした試料採取法及びマルチコレクタ型希ガ

ス質量分析装置を用いた各種の希ガス同位体比の高精度測定を実用化した。これは，経年的な変化量

を算定する際に問題となる時間変化に比例しない成分の影響を評価するために十分な測定精度である。

よって，第 3 期中長期目標期間における所期の目標を達成した。今後は，これらの技術を地下水の滞留

年代の評価に係る研究開発等に活用していく。 
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表 3.3.4-2 金属容器を 3 個連結した場合の試料封入状態の金属容器の重さ 
組 (g) 
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D 335.4±0.3 
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3.3.5 高分解能のテフラ同定手法の開発 

(1) はじめに 

放射年代測定に供する地質試料が得られない場合には，それを補完する方法として，テフラを年代指

標とした編年技術（テフロクロノロジー）が用いられる。テフロクロノロジーは，火山の多い日本において有

効な技術であり，新しいテフラの発見や対比の研究が進むことで，これまで年代決定が困難であり，かつ

地層処分にとって重要となる第四紀の堆積物の詳細な年代決定を行えるといった利点を有している。こ

れまでの研究開発おいては，火山ガラスの屈折率の多量測定とその統計解析によって，肉眼で確認でき

ないような微量のテフラ起源物質を同定する多量屈折率測定地質解析法（RIPL 法：Refractive Index 
Physical Lobas）を提示した（例えば，梅田・古澤, 20041)）。また，新たな手法としてテフラ中の鉱物に含ま

れるメルトインクルージョン（結晶成長の過程で取り込まれたメルトの化石）の化学組成によってテフラを同

定する手法を提示した（例えば，中村ほか, 20112)；古澤ほか, 20133)）。しかしながら，テフラ粒子中にメル

トインクルージョンが存在する必要があること，メルトインクルージョンの化学組成の定量には高度な技術

が必要であるといった問題がある。そこで，新たなテフラ同定手法の開発として，東濃地科学センターに

整備しているレーザーアブレーション試料導入を備えた LA-ICP 質量分析装置を用いて，テフラ粒子の

微量元素組成分析を進めた。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

テフラは火山ガラスや鉱物の岩石鉱物学的特徴（屈折率，形態，鉱物組成等）や主要元素組成によっ

て同定されるのが一般的である。しかしながら，例えば同じ火山から噴出したもので，噴火年代の異なる

ものやマグマの化学組成が似ているもの等，テフラの鉱物組成や主要元素組成が酷似したものは，一般

的な手法では識別が困難であり，他の同定手法の整備が必要となる。また，東北日本に分布する広域テ

フラ等，微量元素でのカタログ化が進んでいないテフラは未だに多い。平成 29 年度までに，LA-ICP 質

量分析法を用いた火山ガラスの主成分・微量元素同時分析がテフラの対比においても有効となり得るこ

とを示した（生田ほか, 20164)）。近年，LA-ICP 質量分析法による火山ガラスの微量元素組成の分析例は

増えつつあり（例えば，Maruyama et al., 20165)），テフラの同定において強力なツールでとなっている。 

(3) 実施内容・結果 

平成 30 年度は，東濃地科学センターの LA-ICP 質量分析装置（レーザーアブレーション装置（Photon 
Machines 社製 Analyte G2）；ICP 質量分析装置（Agilent Technologies 社製 7700x））を用いた微量元素

分析手法の整備を行なった。LA-ICP 質量分析法による微量元素の定量では，一種類の標準ガラスを標

準試料として，標準試料から得られる信号強度とテフラ（未知試料）から得られる信号強度を比較して，元

素濃度を定量する手法（一点検量）が一般的である。本研究では，National Institute of Standards and 
Technology （NIST）発行の元素含有量が異なる三種類の標準ガラス（NIST SRM 610，612，614；

Jochum et al., 20116)）の分析から得られる検量線を基に，元素濃度を定量した。また，United States 
Geological Survey （USGS）発行の標準ガラス USGS BHVO-2G を繰り返し分析することで，分析精度の

評価を行った。 

LA-ICP 質量分析の装置セッティング及び条件を表 3.3.5-1 に示す。また，USGS BHVO-2G の認証値

（GeoReM database；Jochum et al., 20057)）と本手法により 66 点分析した平均値との偏差（% Relative 
Deviation（RD）=（分析値－認証値）/認証値×100）を図 3.3.5-1 に示す。図 3.3.5-1 より，比較的質量数の

小さい微量元素（V, Cr, Co, Ni, Cu, Zn, Ga, Rb, Sr, Zr, Nb, Ba）及び軽希土類元素（Sc, Y, La, Ce, Pr, Nd, 

JAEA-Research 2019-006

- 59 -



JAEA-Research 2019-006 
 

- 60 - 

Sm, Eu）の認証値からの偏差は概ね 30～40 %程度であった。一方で，重希土類元素（Gd, Tb, Dy, Ho, 
Er, Tm, Yb, Lu）及びそれよりも重い元素に関しては，偏差が大きいものが確認される。この大きな偏差の

原因としては，LA 装置で設定したレーザー径が小さい，もしくはフルエンス（レーザーのエネルギー密度）

が小さく，測定元素に対して十分な感度が得られていないことが考えられる。 

(4) 主な成果と課題 

平成 30 年度は，テフラを年代指標としたテフロクロノロジーに関する分析手法の構築として， LA-ICP
質量分析法による火山ガラスの微量元素分析手法の整備を行なった。その結果，今回の分析条件では，

重希土類元素をはじめ比較的質量の重い元素に関して確度が不十分であることが判明した。今後は，

分析精度の向上に向けて，分析条件の最適化を図る必要がある。例えば，本分析では，ガラスに最も多

く含まれるケイ素（Si）を内標準物質として用いたが，LA-ICP 質量分析では，Si の感度がやや低くなるた

め，次に多く含まれる Al を内標準物質として採用した研究例もある（古澤, 20178)）。また，組成差のある

複数の標準ガラスの分析により，分析精度の評価を継続して実施する予定である。 
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表 3.3.5-1 微量元素分析の分析条件 
Laser ablation 
 Model Photon Machines Analyte G2   
 Laser type Excimer 193 nm 
 

Energy density 3.1 J cm-2 

Crater size 15 µm 
Repetition rate 5 Hz 
Carrier gas He 

 
ICP-MS    
 Model Agilent 7700x 
 Forward power 1600 W 
 Carrier gas Ar 
 Ar gas flow rate 0.85 L/min 
 He gas flow rate ~1.1 L/min 
Scanning mode Single collector 
 Data acquisition  

protocol Time resolved analysis 
Dwell time 0.01-0.15 s/element, 2 s/time slice 
Monitor isotopes 7Li, 9Be, 11B, 23Na, 24Mg, 27Al, 29Si, 31P, 39K, 43Ca, 45Sc, 49Ti, 51V, 52Cr, 

55Mn, 57Fe, 59Co, 60Ni, 63Cu, 66Zn, 71Ga, 73Ge, 75As, 85Rb, 88Sr, 89Y, 90Zr, 
93Nb, 95Mo, 107Ag, 111Cd, 115In, 118Sn, 121Sb, 133Cs, 137Ba, 139La, 140Ce, 141Pr, 
146Nd, 147Sm, 153Eu, 157Gd, 159Tb, 163Dy, 165Ho, 166Er, 169Tm, 172Yb, 175Lu, 
178Hf, 181Ta, 182W, 205Tl, 208Pb, 209Bi, 232Th, 238U 

Calibration Standard NIST610, NIST612, NIST614 
Internal Standard Isotope 29Si 
Data Source of  Jochum et al., 20116) 

NIST glass  
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図 3.3.5-1 USGS BHVO-2G の認証値と分析値との比較 

横軸は分析した微量元素，縦軸は分析値と認証値との偏差を示す。挿入図は Sc から Gd までの範囲

の拡大図である。 
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図 3.3.5-1 USGS BHVO-2G の認証値と分析値との比較 

横軸は分析した微量元素，縦軸は分析値と認証値との偏差を示す。挿入図は Sc から Gd までの範囲

の拡大図である。 
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3.3.6 地質試料を対象とした年代測定法及び化学分析手法の高度化 

(1) はじめに 

東濃地科学センターでは，既に 14C，10Be，カリウム-アルゴン（K-Ar）及び(U-Th)/He による年代測定法

が実用化されている。しかし，地質試料の生成プロセスは複雑であり，物質の供給源の変化による年代

値への影響に加え，前処理方法や測定手法の違いによる年代値の差異等，解決すべき課題がある。近

年の年代測定技術の発展によって，データ取得については迅速・簡便化されつつあるが，現状では最

終的に得られたデータの解釈が困難になるケースが多い。正確な年代軸を構築するためには，岩石，鉱

物，土壌，堆積物，炭酸塩沈殿物，植物化石，地下水等，それぞれの試料の特性及び生成環境に適応

した年代測定手法の開発が必要である。これらの年代測定に加えて，試料の無機化学組成や同位体組

成等の化学分析を実施することにより，過去から現在までの長期的な地質環境の変遷を推定することが

可能になる。効率的かつ必要な精度でデータを取得するためには，当時の古環境またはその後に生じ

た地質イベントに関する情報を保持している試料の選別が必要である。しかし，採取した全サンプル中か

ら得られる適切な測定対象物（植物化石，鉱物や化学成分）は限られている。したがって，地質試料の化

学分析においても微小領域の測定を可能にする技術の開発が求められる。このため平成 30 年度は，年

代測定法と化学分析手法の基礎技術の高度化及び微小領域の分析手法の構築に向けて，前処理手法

の改良を実施し適切な測定条件の選定等を継続して進めた。このうち本報では，年代測定法の高度化と

して実施した 14C 年代測定の試料前処理手法の改良について報告する。 

(2) 当該分野に係る科学的・技術的背景 

測定精度の改善のためには，既に実用化されている年代測定法の高度化が必要となる。加速器質量

分析法（AMS：Accelerator Mass Spectrometry）による放射性炭素（14C）年代測定は，地球科学研究等に

必要不可欠な年代測定法であり，有機物や炭酸塩の 14C 測定結果をもとに，地層の形成年代，地質イベ

ントの発生年代，地下水の滞留時間に関する情報が得られる（Iwatsuki et al., 20021)；Watanabe et al., 
20122)）。AMS による 14C 年代測定を実施するためには，試料洗浄，化学処理，燃焼，二酸化炭素の精

製，グラファイト調製等の前処理作業を行う必要がある。これらの前処理作業には数週間程度の時間と

多大な労力を要する。したがって，AMS 技術の発展とともに，前処理手法の簡略化と迅速化が求められ

ている（Yoneda et al., 20043)；松中ほか, 20154)）。平成 30 年度は，放射性炭素年代測定の前処理手法の

改善手法として，自動グラファイト調製装置（Ionplus 社製 AGE3）による国際標準試料のテスト測定及び

天然試料の測定を実施し，炭素量 0.1 mg までの少量試料への適用についての評価を進めた。 

(3) 実施内容・結果 

平成 30 年度は，14C 年代測定の前処理手法の改良とともに，EA（元素分析装置）-AGE3 による各種試

料の調製条件の最適化や少量試料での試料調製について検討を進めた。本研究では，国際標準物質

である IAEA-C5（木片）及びシュウ酸の NISToxII（アメリカ国立標準技術研究所製 NIST-SRM-4990C）

を用いて，EA-AGE3 による少量試料（炭素量 0.1 mg）に対する試料調製の適用性を評価した。年代測

定結果のバックグラウンド補正には EA-AGE3 装置で調製した IAEA-C1（大理石）の測定データを用いた。

試料の燃焼においては，標準試料を 4×4×12 mm の錫箔（Elemental Microanalysis 社製）に包み，オー

トサンプラーにより石英製燃焼管（850 ℃）に導入した。ここで，燃焼管内の酸化剤として酸化銅

（Elementar 社製）を，還元剤として還元銅を使用した（Elementar 社製，還元炉温度 550 ℃）。試料燃焼

後は，分離カラムで生成した混合ガスから二酸化炭素を脱離させ，ゼオライト製トラップに導入した。さら
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に，温度上昇（最大 420 ℃）により二酸化炭素をトラップから分離し，水素添加後，鉄粉を触媒とし

580 ℃で 2 時間加熱することによりグラファイトを調製した。その際，ペルチェ素子による冷却部の温度は

約-10 ℃とした。なお，試料前処理に関するグラファイト調製時の IonPlus 社の推奨条件は炭素量約 1 
mg に対して鉄粉 5 mg であるが，今回は少量試料に対する前処理手法の有効性を検討するため，炭素

量約 0.1 mg に対して鉄粉 5，1，0.5 mg の 3 パターンで実施した。また，メモリー効果等による汚染の影響

を防ぐため，試料間に毎回3回のブランクを挟み（錫箔のみを燃焼），空焼きによる洗浄を実施した。以上

の方法によって得られたグラファイトを反応管から回収し，自動プレス機を用いてアルミニウム製サンプル

ホルダーに充填した上で，東濃地科学センターのペレトロン年代測定装置を用いて 14C 濃度測定を行っ

た。 

EA-AGE3 による少量でのグラファイト調製を行うにあたり，まずは二酸化炭素の還元に使用する鉄粉

の最適量の調整を試みた。炭素量 1 mg でのグラファイト調製時の条件と同比率とすると，炭素量約 0.1 
mg の場合に必要な鉄粉量は 0.5 mg となる。しかし，反応後の生成物の総量が少なく EA-AGE3 の反応

管からのグラファイトの回収そのものが困難であった。また，わずかに回収された試料をプレスし，試験的

に 14C 濃度測定を測定したが十分なビーム強度は得られなかった。鉄粉量を 1 mg とした場合は，反応後

のグラファイトの回収は可能であったが，14C 濃度の測定結果は合意値（Rozanski et al., 19925)）とは一

致しなかった。定量的な判断には至っていないが，これらのケースでは，二酸化炭素からグラファイトへ

の還元の効率が低いことが原因の一つとして考えられる。一方で，鉄粉量を 5 mg とした場合はグラファイ

トが鉄粉量の 50 分の 1 以下となるため，測定試料中の炭素濃度が低く 14C 濃度測定が困難になることが

懸念されたが，図 3.3.6-1 に示す通り，合意値に近い 14C 濃度が得られた。したがって，EA-AGE3 による

グラファイト調製では，炭素量約 0.1 mg に対して鉄粉量 5 mg とすることが適当であると考えられる。 

炭素量 0.1 mg での少量試料に対する 14C 濃度測定について，得られた実測値を図 3.3.6-1 に示す。

NIST-SRM-4990C に対する測定結果は 134.0±1.0 pMC （n=4），IAEA-C5 については 22.5±0.2 pMC 
（n=4）であり，合意値とおおよそ±2σ の範囲で一致，もしくは近い値が得られた。これらの結果の不確かさ

は，従来法であるガラス製真空ラインを使用した手法による 14C 濃度測定のそれに比べて大きい数値で

はあるが，今回の測定数は 4回と少ないため，IAEA-C5以外の標準試料も含めて測定事例を蓄積するこ

とで改善できると考えられる。なお，バックグラウンド評価については，今後 IAEA-C4，C9 及び IonPlus 社

が提供する無水フタル酸等を測定する予定である。EA-AGE3 装置は完全自動化の装置ではあるが，バ

ックグラウンドの評価や測定精度の向上・維持のためには，データの継時変化等を正確に把握できる環

境を整備することが重要と考えられる（丸岡, 20086), 渡邊ほか, 20167)）。 

(4) 主な成果と課題 

平成 30 年度は，AGE3 を用いた少量試料の 14C 年代測定について，AGE3 を用いた前処理法の有効

性を検討した。炭素量0.1 mgでの測定結果は一部を除き，標準試料の放射性炭素濃度の合意値とおお

よそ±2σ の範囲で一致した（NIST-SRM-4990C，134.0±1.0 pMC，n=4；IAEA-C5，22.5±0.2 pMC， n=4）。

また，他の標準試料も含め測定事例を蓄積することでさらに改善できると考えられる。今後は，炭素量

0.05 mg 及び 0.01 mg といったさらに少量の試料に対する分析について検討を進める予定である。 
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図 3.3.6-1 AGE3 により調製した少量試料の年代測定結果 
 

参考文献 

1) Iwatsuki, T., Satake, H., Metcalfe, R., Yoshida, H., Hama, K., Isotopic and morphological features of 
fracture calcite from granitic rocks of the Tono area, Japan: a promising palaeohydrogeological tool, 
Applied Geochemistry, vol.17, no.9, 2002, pp.1241-1257. 

2) Watanabe, T., Minoura, K., Nara, F.W., Shichi, K., Horiuchi, K., Kakegawa, T., Kawai, T., Last glacial 
to post glacial climate changes in continental Asia inferred from multi-proxy records(geochemistry, 
clay mineralogy, and paleontology) from Lake Hovsgol, northwest Mongolia, Global and Planetary 
Change, vol.88-89, 2012, pp.53-63. 

3) Yoneda, M., Shibata, Y., Tanaka, A., Uehiro, T., Morita, M., Uchida, M., Kobayashi, T., Kobayashi, C., 
Suzuki, R., Miyamoto, K., Hancock, B., Dibden, C., Edmonds, J.S., AMS 14C measurement and 
preparative techniques at NIES-TERRA, Nuclear Instruments and Methods in Physics Research B: 
Beam Interactions with Materials and Atoms, vol.223-224, 2004, pp.116-123. 

4) 松中哲也, 笹 公和, 末木啓介, 高橋 努, 村松万寿美, 大森貴之, 松崎浩之, 中村俊夫, 筑波

大学における GC-AMS の開発と炭素 14 自動前処理システムの性能評価, 第 17 回 AMS シンポジ

ウム報告集, 2015, pp.51-55. 

5) Rozanski, K., Stichler, W., Gonfiantini, R., Scott, E.M., Beukens, R.P., Kromer, B., van der Plicht, J., 
The IAEA 14C intercomparison exercise 1990, Radiocarbon, vol.34, no.3, 1992, pp.506-519. 

6) 丸岡照幸, 連続フロー型質量分析計による固体試料の炭素・硫黄同位体比分析：高精度分析のた

めの改善点, 地球化学, vol.42, no.4, 2008, pp.201-216. 

7) 渡邊隆広 , 國分（齋藤）陽子 , 西尾智博 , 藤田奈津子 , 三宅正恭 , 西澤章光 , 松原章浩 , 
JAEA-AMS-TONO での元素分析計を用いた 14C 年代測定の前処理手法の改良, 第 18 回 AMS
シンポジウム報告集, 2016, pp.114-117. 

JAEA-Research 2019-006

- 66 -



国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年）
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年）

乗数 名称 名称記号 記号乗数




